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共同新設分割に係る事前開示書面

当社及び三井化学株式会社 (以下 「三井化学」といいます。)は、2023年 8月 28日付け
共同新設分割計画に基づき、2023年 10月 2日 を効力発生日として、当社及び三井化学が営

む不織布事業 (以下 「本件事業」といいます。)に関して有する権利義務を、共同して新た
に設立するエム・エーライフマテリアルズ株式会社 (以下「新設分割設立会社」といいます。)

にそれぞれ承継させる新設分割 (以下 「本件新設分割」といいます。)を行うことといたし
ました。

会社法第 803条第 1項及び同法施行規則 (以下「規則」といいます。)第 205条の規定に
より本件新設分割に関して当社本店に備え置くこととされる事項は下記のとおりです。

記

共同新設分割の内容 (会社法第 803条第 1項第 2号 )

別紙 1の とおりです。

2.分割対価の相当性に関する事項 (規則第 205条第 1号イ)
(1)交付する株式数及び割当ての相当性に関する事項

新設分割設立会社は、本件新設分割に際して、当社に対して普通株式 39,387株を、

三井化学に対して普通株式 60,622株 を、それぞれ交付します。

本共同新設分割において、当社が受領する新設分割設立会社の株式については、第

二者算定機関による算定結果を基に、本件事業に係る資産等の内容を精査するとと

もに、将来の成長性等を総合的に勘案し、三井化学と慎重に協議を重ねた上、決定

しています。

以上より、当社は、本件新設分割の対価について、相当であると判断いたしました。

(2)新設分割設立会社の資本金及び準備金の額の相当性

新設分割設立会社の資本金及び準備金の額は、本件新設分割後における新設分割

設立会社の事業内容並びに当社及び三井化学から承継する権利義務等に照らして、

以下のとおりとすることが相当であると判断いたしました。

① 資本金の額 500,000,000円
② 準備金の額 0円

3.会社法第 763条第 1項第 12号に掲げる事項 (規則第 205条第 2号 )
該当事項はありません。



4.会社法第 763条第 1項第 10号及び第 H号に掲げる事項 (規則第 205条第 3号)
該当事項はありません。

5。 他の新設分割会社 (三井化学)についての次に掲げる事項

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 (規則第 205条第 4号イ)

別紙 2の とおりです。

(2)臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容 (規則第 205条第 4号
口 )

該当事項はありません。

(3)最終事業年度の末日後において生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事象

の内容 (規則第 205条第 4号ハ)

① 当社と三井化学との吸収分割
三井化学は、2023年 3月 31日 付で、当社を吸収分割会社、三井化学を吸収分

割承継会社とする吸収分割契約を締結し、同年 7月 1日 を効力発生日として、

当社の LSI用ペリクル製品及び FPD用ペリクル製品に係る事業に関する権利

義務を三井化学に承継させる吸収分割を行いました。

② 譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行
三井化学は、2023年 6月 27日 開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬

制度に基づく新株式の発行について、対象取締役等 29名 に対し、金銭報酬債

権合計 333,120,000円 (以下「本金銭報酬債権」といいます。)を付与し、本金

銭報酬債権の現物出資により、普通株式 80,000株 を発行することを決議し、

同年 7月 26日 に払込が完了しました。

当社の最終事業年度の末日後において生じた会社財産の状況に重要な影響を与える事

象の内容 (規則第 205条第 6号イ)

(1)当社と三井化学との吸収分割

当社は、2023年 3月 31日付で、当社を吸収分割会社、三井化学を吸収分割承継会

社とする吸収分割契約を締結し、同年 7月 1日 を効力発生日として、当社の LSI用

ペ リクル製品及び FPD用ペリクル製品に係る事業に関する権利義務を三井化学に

承継させる吸収分割を行いました。

(2)旭化成建材株式会社の岩国工場の閉鎖

当社の完全子会社である旭化成建材株式会社は、2023年 4月 4日 、山口県岩国工

場の閉鎖を決定しました。当該工場の閉鎖は 2025年 3月 末を予定しております。

債務の履行の見込みに関する事項 (規則第 205条第 7号)

(1)当社における債務の履行の見込みに関する事項

当社の 2023年 3月 31日 現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞ

れ 1,995,939百万円及び 1,489,160百万円であり、同日から現在に至るまで、これ

らの額に大きな変動は生じておらず、また、本件新設分割の効力発生日までに、
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これらの額が大きく変動することは予測されておりません。

本件新設分割により、当社が新設分割設立会社に承継させる資産及び負債の額

は、それぞれ 21,238百万円及び 123百万円を予定しており、本件新設分割の効力

発生日以後における当社の資産の額は、その負債の額を十分に上回ることが見込

まれます。また、本件新設分割の効力発生日以後における当社の債務の履行に支

障をきたすような事象の発生及びその可能性は、現在までのところ認識しており

ません。

以上の点並びに当社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社の負担

する債務については、本件新設分割の効力発生日以降も履行の見込みがあるもの

と考えます。

(2)新設分割設立会社における債務の履行の見込みに関する事項

本件新設分割により、新設分割設立会社が当社及び三井化学から承継する資産及

び負債の額はそれぞれ 50,203百万円及び 3,613百万円を予定しており、本件新設

分割の効力発生日以後における新設分割設立会社の資産の額は、その負債の額を

十分に上回ることが見込まれます。

本件新設分割の効力発生日以後における新設分割設立会社の収益状況及びキャッ

シュ・フローについて、新設分割設立会社の債務の履行に支障をきたすような事象

の発生及びその可能性は、現在までのところ認識しておりません。

以上より、本件新設分割の効力発生日後における新設分割設立会社が承継する債

務につき、履行の見込みがあるものと考えます。

以上



別紙 1

共同新設分割計画書

三井化学株式会社 (以下「三井化学」という。)及び旭化成株式会社 (以下 「旭化成」と
いう。)は、不織布事業 (以下「本事業」という。)に関する権利義務を、共同新設分割 (以

下 「本分割」という。)に より設立するエム 。エーライフマテリアルズ株式会社 (以下「設
立会社」という。)に承継させるため、次のとおり新設分割計画 (以下「本計画」という。)

を作成する。

第1条 (分割の方法)

三井化学及び旭化成は、本計画に定めるところに従い、共同新設分割の方法により、設立

会社に対して、第 6条に定める本事業に関して三井化学及び旭化成が有する権利義務を承

継させる。

第2条 (設立会社の概要及び定款)

設立会社の商号、目的、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項は、別

紙 2「定款」記載のとおりとする。なお、設立会社の本店の所在場所は、東京都中央区人重

洲二丁目2番 l号とする。

第3条 (設立会社が交付する株式)

設立会社は、本分割に際して普通株式 100,000株を発行し、第 6条に定める権利義務の対

価として、三井化学に対して 60,622株を、旭化成に対して 39,378株をそれぞれ割当交付す

る。

第4条 (設立会社の資本金及び準備金の額)

設立会社の設立時の資本金及び準備金の額は次のとおりとする。

(1)資本金の額  500,000,000円

(2)準備金の額  0円

第5条 (成立の日)

設立会社の成立の日は、2023年 10月 2日 とする。ただし、三井化学及び旭化成は、本分

割の手続進行上の必要性その他の事由により、相互に協議のうえ、これを変更することがで

きる。

第6条 (本分割により承継する権利義務)

1.設立会社は、本分割により、三井化学から、その成立の日に、本事業に関する別紙 6.1
「三井化学承継権利義務明細表」記載のとおりの資産、契約上の地位その他の権利義

務 (以下「三井化学承継対象権利義務」という。)を、承継するものとする。
2.設立会社は、本分割により、旭化成から、その成立の日に、本事業に関する別紙 6.2



「旭化成承継権利義務 (守山以外)明細表」記載のとおりの資産、契約上の地位その

他の権利義務 (以下「旭化成承継対象権利義務 (守山以外)」 という。)を、承継する

ものとする。

3。 前 2項の規定に基づく三井化学承継対象権利義務及び旭化成承継対象権利義務 (守
山以外)に係る債務の承継は、全て免責的債務引受けの方法による。
4.第 1項及び第 2項の規定にかかわらず、三井化学承継対象権利義務及び旭化成承継
舟象権利義務 (守山以外)の うち、(i)法令により本分割による承継ができないもの、

又は、(il)本分割による承継に関し契約上の定めに基づき重大な支障が生じ若しくは

生じる可能性があるものについては、三井化学及び旭化成は協議のうえ、当該権利義

務を設立会社に本分割以外の方法により承継させ、又は代替措置を講じるものとす

る。

第7条 (分割計画の承認 )

三井化学及び旭化成は、会社法第 805条第 1項の規定により、本計画につき会社法第 804

条第 1項に定める株主総会の決議による承認を得ることなく、本分割を行う。

第8条 (設立会社の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称)

設立会社の設立時取締役、設立時監査役及び設立時会計監査人は、次の者とする。

(1)設立時取締役 簗瀬 浩一、林田 博巳、草野 不日也、及川 恵介、芳賀 伸一郎
(2)設立時監査役 土屋 武昭、五十嵐 弘之
(3)設立時会計監査人 EY新 日本有限責任監査法人

第9条 (分割条件の変更等)

設立会社の成立の日までに、三井化学及び旭化成が必要と認めた場合には、三井化学及び

旭化成は協議のうえ、本計画上の条件を変更し、又は本計画を中止することができる。

第10条 (本計画の効力)

本計画は、設立会社の成立の日までに、法令に定める関係官庁の承認が得られないときは、

効力を失うものとする。

第H条 (規定外事項)

本計画に定める事項のほか、本分割に関し必要な事項は、本分割の趣旨に従い、三井化学

及び旭化成は協議のうえ、決定する。

以上



2023年 8月 28日

三井化学 :

東京都中央区人重洲二丁目2番 1号

三井化学株式会社

代表取締役社長 橋本修

旭化成 :

東京都千代田区有楽町一丁目 1番 2号

旭化成株式会社

代表取締役社長 工藤幸四郎



別紙 2

第 1章 総貝1

(商号)

第 1条 当会社は、エム・エーライフマテリアルズ株式会社と称し、英文では Mitsui

Chemicals Asahi Life Materials Co.,Ltd。 と称する。

(目 的)

第 2条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
(1)スパンボンド製法による不織布及びその複合品の研究開発、製造、マーケティ

ング、販売及び技術サービスに係る事業

(2)メ ル トブローン製法による不織布の研究開発、製造、マーケティング、販売及び

技術サービスに係る事業

(3)通気性フィルム及び形状保持繊維の研究開発、製造、マーケティング、販売及び

技術サービスに係る事業

(41不織布製フィルターシステムの研究開発、製造、マーケティング、販売及び技術

サービスに係る事業

(5)前各号に附帯関連する一切の事業

(本店の所在地)

第 3条 本店を東京都中央区に置く。

(機関)

第 4条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。
(1)取締役会

(2)監査役

(3)会計監査人

(公告をする方法)

第 5条 当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。

第 2章 株式

(発行可能株式総数)

第 6条 当会社の発行可能株式総数は 1,000,000株とする。

定款

(株券の不発行 )



第 7条 当会社の発行する株式については、株券を発行しない。

(株式の譲渡制限)

第 8条 当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならな
い 。

(相続人等に対する売渡しの請求)

第 9条 当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該
株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。

(株式の名義書換)

第 10条 当会社の株式につき名義書換を請求するときは、当会社所定の請求書を提出し
なければならない。相続、遺贈その他譲渡以外の事由により株式を取得したときは、

その取得を証する書面を提出しなければならない。

第 3章 株主総会

(招集 )

第 11条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日から3か月以内に招集し、臨
時株主総会は、必要がある場合に随時これを招集する。

(招集権者及び議長)

第 12条 株主総会は、代表取締役社長がこれを招集し、議長となる。
2 代表取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序に
従い、他の取締役が株主総会を招集し、議長となる。

(株主総会の招集手続 )

第 13条 株主総会の招集通知は、会日の 1週間前までに議決権を行使することができる
株主に対して発する。

2 議決権を行使することができる株主の全員の同意があるときは、法令に別段の定
めがある場合を除き、招集の手続を経ないで株主総会を開催することができる。

(決議の方法)

第 14条 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した
議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもつて行う。

2 会社法第 309条第 2項の定めによる決議は、議決権を行使することができる株主
の議決権の 3分の 1以上を有する株主が出席し、その議決権の 3分の 2以上をもつ

て行 う。

(株主総会の決議等の省略)



第 15条 取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合におい
て、当該提案につき株主 (当該事項について議決権を行使することができるものに

限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提
案を可決する旨の株主総会の決議があつたものとみなす。

2 取締役が株主の全員に対して株主総会に報告すべき事項を通知した場合におい
て、当該事項を株主総会に報告することを要しないことにつき株主の全員が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項の株主総会への報告が

あつたものとみなす。

(議決権の代理行使)

第 16条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主 1名 を代理人として、その議決権を
行使することができる。

2 前項の場合には、株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当
会社に提出しなければならない。

第 4章 取締役会、取締役及び代表取締役

(取締役の員数 )

第 17条 当会社の取締役は 5名以内とする。

(取締役の選任 )

第 18条 取締役は、株主総会の決議によつて選任する。
2 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をもつて行 う。

3 取締役の選任については、累積投票によらない。

(取締役の任期)

第 19条 取締役の任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとする。

2 任期満了前に退任した取締役の補欠として、又は増員により選任された取締役の
任期は前任者又は他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。

(代表取締役及び役付取締役)

第 20条 取締役会は、その決議によつて代表取締役を選定する。
2 当会社は、取締役会の決議により、代表取締役の中から社長 1名 を定めるものと
し、必要に応じて取締役の中から取締役副社長その他役付取締役を定めることがで

きる。

(取締役会の招集権者及び議長 )

第 21条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役社長がこれを招



2

集し、議長となる。

代表取締役社長に欠員又は事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定め

た順序に従い、他の取締役が取締役会を招集し、議長となる。

(取締役会の招集通知)

第 22条 取締役会の招集通知は、各取締役及び各監査役に対し、会日の 3日 前までに発
する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。

2 取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を
開催することができる。

(取締役会の決議方法)

第 23条 取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席し、出席
した取締役の過半数をもつて行う。

(取締役会の決議の省略)

第 24条 当会社は、取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合
において、当該提案につき取締役 (当該事項について議決に加わることができる者

に限る。)の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該
提案を可決する旨の取締役会の決議があつたものとみなす。ただし、監査役が異議

を述べたときはこの限りでない。

(取締役の責任免除)

第 25条 当会社は、会社法第 426条第 1項の規定により、任務を怠ったことによる取締
役 (取締役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役
会の決議によつて免除することができる。

2 当会社は、会社法第 427条第 1項の規定により、取締役 (業務執行取締役を除く。)
との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。

第 5章 監査役

(監査役の員数)

第 26条 当会社の監査役は、 2名以内とする。

(監査役の選任 )

第 27条 監査役は、株主総会の決議によつて選任する。
2 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をもつて行う。

(監査役の任期)



第 28条 監査役の任期は、選任後 4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとする。

2 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した
監査役の任期の満了する時までとする。

(監査役の責任免除)

第 29条 当会社は、会社法第 426条第 1項の規定により、任務を怠つたことによる監査
役 (監査役であつた者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。

2 当会社は、会社法第 427条第 1項の規定により、監査役との間に、任務を怠った
ことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。

第 6章 計算

(事業年度)

第 30条 当会社の事業年度は毎年 4月 1日 から翌年 3月 31日 までの年 1期 とする。

(剰余金の配当)

第 31条 当会社は、株主総会の決議によって毎事業年度末日現在における最終の株主名
簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対して、剰余金の配当を行う。

(配当の除斥期間)

第 32条 配当財産が金銭である場合は、支払提供の日から満 3年を経過しても受領され
ないときは、当会社はその支払義務を免れる。

第 7章 附則

(最初の事業年度)

第 38条 当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から 2024年 3月 31日 までとす
る。

(附則の削除)

第 34条 本附則は、当会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をもつて、これを削
除する。



別紙 6.1

本分割により設立会社が三井化学から承継する権利義務は、設立会社の成立の日の直前の

時点において、三井化学が、①不繊布関連製品の研究開発、製造、マーケティング、販売

及び技術サービスに係る事業、②メル トブローン製法による不織布の研究開発、製造、マ

ーケティング、販売及び技術サービスに係る事業、並びに、③通気性フィアレム及び形状保

持繊維の研究開発、製造、マーケティング、販売及び技術サービスに係る事業 (ポ リオレ

フィン多分岐繊維 SWP① lこ係る事業を除いた、①、②及び③に係る事業を総称して、以下

「三井化学承継対象事業」という。)に関して有する以下の権利義務とする。

資産 。債権

(1)現預金

2,166百 万円

(2)ポ リオレフィン多分岐繊維 SWP①を除く三井化学不織布事業部が管理する顧客情
報、債権、棚卸資産、固定資産及びその他一切の資産

三井化学研究開発本部高分子・複合材料研究所に属する、不織布部材 Gが管理する

検査装置、試作機及びその他の一切の資産 (但 し、検査機器は三井化学承継対象事

業のみに用いられるものに限り、配管及び配線については設備に付属するものに限

る。)

(3)三井化学名古屋工場が管理する債権、棚卸資産及び固定資産

(4)三井化学承継紺象事業のみに使用される特許権、著作権、意匠権、商標権、これら

の登録を受ける権利その他知的財産権 (技術情報、営業情報、実験情報、実験成果、

ノウハウ、を含む。)の一切

(5)三井化学承継対象事業のみに使用される ITシステムに属する固定資産

(6)三井化学が所有するサンレックスエ業株式会社、及び、Mitsui Hygiene Mtterials

(TIIAILAND)co。 ,ltd。の株式

(7)前各号の規定にかかわらず、次に掲げる資産は承継の対象外とする。

① サンレンクスエ業株式会社に対する三井化学の短期貸付金
② 名古屋工場の土地
③ 袖ケ浦研究センターの土地及び建物
④ 株式会社ロキグループに係る投資有価証券
⑤ 三井化学承継対象事業以外にも使用される知的財産権

2.負債 。債務

三井化学承継射象事業に属する一切の負債 。債務 (偶発債務、簿外債務その他の債務を



含む。)

3.契約

三井化学を当事者として締結された三井化学承継対象事業に属する一切の契約に関する

契約上の地位及びこれに基づくすべての権利及び義務。但し、三井化学承継対象事業以

外の事業にも属する契約については、三井化学承継対象事業に関する契約上の地位及び

これに基づく権利及び義務に限る。また、以下に掲げるものは除く。

① 第 1項第(8)号及び第 2項に基づき承継対象外とする資産・債権及び負債・債務
② 雇用契約及び保険契約及びにそれらに基づく権利及び義務
③ 株式会社ロキグループヘの出資に係る契約 (出資検討にあたり締結した秘密保持契
約を含む。)。 但し、株式会社ロキテクノとの 2022年 1月 24日 付け「製品開発に関

する包括承継契約」は承継対象とする。

④ 三井化学の新事業開発センターが第二者と締結している不織布関連製品の新規
市場開発及び用途開発並びに当該開発品の事業化検討を行うための契約

4.雇用契約等

効力発生日において三井化学承継対象事業に従事する従業員との間の雇用契約上の地位

及びこれらの契約に基づき発生したすべての権利及び義務を承継対象とはしないものと

する。

5。 その他の権利義務等

(1)許認可等

三井化学承継対象事業に属する許可、認可、承認、登録、届出等のうち、法令上承

継可能なもの。但し、三井化学の三井化学承継対象事業を行つている以外の事業部

門と共同で使用するものは除く。

以上



丹町れ氏6,2

旭化成承継権利義務 (守山以外)明細表

本分割により設立会社が旭化成から承継する権利義務は、設立会社の成立の日の直前の

時J点において、旭化成が、①スパンボンド製法による不織布の研究開発、製造、マーケティ

ング、販売及び技術サービスに係る事業、②メルトブローン製法による不繊布のマーケティ

ング及び販売に係る事業、並びに、③スパンボンド製法又はメルトブローン製法による不織

布製フィルターシステムの研究開発、製造、マーケティング、販売及び技術サービスに係る

事業 (守山工場に係る事業を除いた①、②及び③に係る事業を総称して、以下「旭化成承継

対象事業 (守山以外)」 という。)に関して有する以下の権利義務とする。

資産 。債権

(1)現預金

518百万円

(2)旭化成スパンボンド事業部に属する、スパンボンド資材営業部、スパンボンド衛

生材料営業部及びフィルタ営業部並びに技術推進部が管理する顧客情報及び固定

資産

(3)旭化成スパンボンド技術開発部が管理する検査装置、試作機及びその他の一切の

資産 (但 し、検査機器は旭化成承継対象事業 (守山以外)のみに用いられるもの

に限り、配管及び配線については設備に付属するものに限る。)

(4)旭化成承継対象事業 (守山以外)のみに使用される特許権、著作権、意匠権、商標

権、これらの登録を受ける権利その他知的財産権 (技術情報、営業情報、実験情報、

実験成果、ノウハウ、を含む。)の一切

(5)旭化成が所有する Asahi Kasei Spunbond(Thttland)co.ltdの 株式

(6)旭化成が設立会社の成立の日の直前の時点までに Asahi Kasei Spunbond(Thailand)

co。 ltdから仕入れた製品

(7)前各号の規定にかかわらず、次に掲げる資産は承継の対象外とする。

① 旭化成が所有権又は賃借権を有する土地及び建物
② 設立会社の成立の日の直前の時点で既に発生した金銭債権 (製品の販売に関
する売掛債権については同時点までに顧客向けに旭化成から出荷又は顧客で

の機器据付が完了したもの。)

③ ITシステム (販売管理システム (ERP及び SSP又は STS)、 会計周辺システ
ム、人事給与システム、固定資産システム、特許管理システムを含むがこれ

らに限られない。)



④ 旭 。デュポンフラッシュスパンプロダクツ株式会社の株式

2.負債 。債務
旭化成承継対象事業 (守山以外)に属する一切の負債・債務 (偶発債務、簿外債務そ
の他の債務を含む。)

3.契約
旭化成を当事者として締結された旭化成承継対象事業 (守山以外)に属する一切の契
約に関する契約上の地位及びこれに基づくすべての権利及び義務。但し、旭化成承継

対象事業 (守山以外)以外の事業にも属する契約については、旭化成承継対象事業
(守山以外)に関する契約上の地位及びこれに基づく権利及び義務に限る。また、以

下に掲げるものは除く。

① 第 1項第 6号及び第 2項に基づき承継対象外とする資産・債権及び負債 。債務
② 雇用契約及び保険契約並びにそれらに基づく権利及び義務
③ 旭・デュポンフラッシュスパンプログクツ株式会社への出資に係る契約

4.雇用契約等
効力発生日において旭化成承継対象事業 (守山以外)に主として従事する従業員との

間の雇用契約上の地位及びこれらの契約に基づき発生したすべての権利及び義務を承

継対象とはしないものとする。

5。 その他の権利義務等

(1)許認可等

旭化成承継対象事業 (守山以外)に属する許可、認可、承認、登録、届出等のう
ち、法令上承継可能なもの。但し、旭化成の旭化成承継対象事業 (守山以外)を
行つている以外の事業部門と共同で使用するものは除く。

以上



別紙 2 三井化学の最終事業年度に係る計算書類等

(次頁以降に添付のとおり)



a預置Ьl,I Ctte昴 1〔 a底

事業報告 (2022年 4月 1日 ～2023年 3月 31日 )

1 三井化学グル…プの事業について
事
業
報
告(1)事 業の経過及び成果

当期における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の影響緩和に伴う経済活動
の回復により、景気持ち直しの動きが見られましたが、ウクライナ情勢等に起因す
る、欧州を中心とした原燃料価格高騰が景気を下押ししたほか、中国においては、
ゼロヨロナ政策は解除されたものの、断続的なロックダウンが景気に影響を与えま
した。

日本経済においても、経済活動の正常化が進み、景気持ち直しの動きが見られた
ものの、一方で、原燃料価格の高止まりや物価上昇等に伴う景気の下振れへの懸念
が高まりました。

また、化学工業界においては、川下製品の需要鈍化の影響を受け、国内のナフサ
クラッカーの稼働率は前期に比べて低下しました。
このような情勢のもとで、当社グループは、成長領域の「ライフ&ヘルスケア・
ソリューション」、「モビリティツリューション」、 ΠCTソ リューション」の拡
大・成長、「次世代事業」の創出・育成、「ベーシック&グ リーン・マテリアル
ズ」領域の更なる競争力強化に取り組みました。
これにより、当期の当社グループの業績は、売上収益は18,795億 円 (対前期比
2,668億円増)、 コア営業利益は1,139億 円 (対前期比479億 円減)、 営業利益は
11290億 円 (対前期比183億円減)、 親会社の所有者に帰属する当期利益は829億 円
(対前期比271億円減)と なりました。

セグメント別営業利益/コア営業利益の推移

売上収益

18,795億円
前期比2,668億円J

コア営業利益

1コ 139億円
前期比 479億円缶

親会社の所有者に帰属する

当期 益

829億円
前期比 271億円缶

(億円)■ モビリティ
!:ヘ ルスケア

選 フード&バ ッケージング
通基盤素材

ライフ&ヘルスケア・ソリューション

Hモ ピリティツリニーション
鐵 CTツ リューション
議ベーシックとグリーン マテリアルズ

11618

716 851

20,9年度     2020年 度     2021年 度
″〕二領域  狛 1   密    883
※当社は2020年度より国際財務報告基準 (IFRS)を 適用しております

1,600 一轟
2,000

?025年度 近傍

2,500

2030年度 目練

11139

2022年 度

1.023

2023年度 予想
1,210
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第 22期
2018年 4月 ～2019年 3月

第 24期
2020年 4月 ～2021年 3月

第 25期
2021年 4月 ～2022年 3月

第 23期
2019年 4月 ～2020年 3月

1,338,987

1,4801067

17

7.0

71,636

194.94

37

0.76

5.4

021

106

1,482,909

93,427

1,501,074

6.3

35,833

115

17 743

631,739

385.60

49〕504

0.68

61,924

14.3

17,979

36,368

日本基準

財産、損益及び主要指標の状況

事業年度

売上高 (百 万円〕

営業利益 (百 万円 )

経常利益 (百 万円〕

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円)

1株当たり当期純利益 (円 〕

純資産 (百万円〕

れな資産 (百万円〕

ROS (°/o)

Net D/Eレ ンオ (倍 }

ROE (°/o)

設備投資額

滅価償却費

(百 万円 )

(百 万円 )

研究開発費 (百万円〕

従業員数 (人 )

売上収益 (百万円 )

ヨア営業利益 (百万円〕

営業利益 (百万円〕

親会社の所有者に帰属する当納利益 (百万円〕

基本的1株当たり当鶏利益  ( 円 〕
資本合計 (百 万円 )

資産合計 (百万円 )

ROS

刊】879,547

113,903

128,998

82,936

431.17

883,303

(%)

2,068,203

6.1

Net D/Eレ ンオ (倍 〕 0,77

ROE 11.1

設備投資額 (百 万円 ) 168,002

鴻価償却費 (百 万円 ) 92,080

研究開発費 (百 万円 ) 42,954

従業員数 18】933
(注 )1 14索当たり当期 *屯利益及び基本的1株当たり当期利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。
2当社は第24期より国際財務報告基準 (lFRS)を 適用 しました。そのため、第23期 までは日本基準に基づき表示 しております。また、第23期決算値については、第24期 との比較を目
的にFRSに 基づく決算値を併記しております。

(%〕

(人 )

第 26期
2022年 4月 -2023年 3月

1,349:522

72,330

刊

1 1

298.00

57,873

78,074

85,140

157

7.0

125

0.60

931170

10.2

1,934,965

10.0

0.75

16.7

207,132

1

161 5

807 122

雪 780

147,310

109,990

565.45

84,222

124

33,970

174.52

609,707

1,530,515

5.4

0.81

6.3

64,S69

国際財務報告基準 (IFRS)
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丹
MItsui ChE耐 〔討s

ライフ&ヘルスケア・ソリュ“ション ●

繁従業員数 :3,293人 (125人増)

議事業内容 :ビジョンケア材料、不織布、オーラルケア材癬、バーソナルケア材料及び農業化学品の製造・販売

π上収益 l単位:億円)

事
業
報
告

輩。デ総み 先進国の少子高齢化や新興国の経済成長・人口増加に伴い、生

活の質 (QOL)向上や、食資源の不足等の社会課題への関心が高
まっています。

世界 トップシェアのビジョンケア材料では、植物由来の原料を

使用した高屈折率レンズ材料「Do GreenTM」 シリーズに屈折率

1.60の 「MR■ 60DGTM」 をラインナップに加え、販売を開始し

ました。また、子会社であるSDC Technologies,Inc.が 、メガネ

レンズ加工機器の開発・製造・販売を行うCoburn Technologies,

Inc.を 買収し、メガネレンズ産業におけるソリューションビジネ

スを拡大しました。

農業化学品においては、子会社である三井化学クロップ&ラ イ

フソリューションl十痢が、マラリア媒介蚊防除剤「VECTRONrM
T500」 で世界保健機関 (WHO)に よる事前認証を取得しまし
た。

藤ビジョンケア材料のメガネレンズ用材料は、販売が堅調に推移

しました。

誠オーラルケア材料は、販売が前年同期並で推移しました。

酵農業化学品は、海外の販売が堅調に推移 しました。

鉾全体としては、主に農業化学品の販売が堅調に推移 したことに

より、コア営業利益は前期に比べ43億円増の292億円となりま

した。

2,532

穣  遼

2,252

2021年度 2022年度

コア営業利益 (単位:億円)/ア

構成比率24%

一
緯

292
249

2021年度 2022年度
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モビリティソリューション
レ従業員数 :5,962人 (38人増)

レ事業内容 :エ ラストマー、機能性コンパウンド及びポリプロピレン・コンパウンドの製造・販売
自動車等工業製品の新製品開発支援業務 (フ リューション事業)

取り組み

槻  況

自動車業界では、燃費向上ニーズや電動化へのシフトに加え、

軽量化・快適性の向上といった多様化 したニーズが生まれていま

す。

柔軟で軽量な特長を有する「タフマー・ 」 tよ、従来の自動車用

部品用途に加え、太陽電池関連部材等の幅広い分野で使用されて

います。既存用途の伸長に対応するとともに新規用途需要の獲得

を目指 し、子会社のMКsui Efastomers singapore Pte.Ltd.に プ

ラントを新設 し生産能力を増強することを決定 しました。また、

自動車の軽量化に貢献するポリプロピレン・コンパウンドでは、

世界に主要な9つの生産拠点と7つの研究拠点を有し、自動車メー

カーのグ回―バル戦略にスピーディに対応できる体制を構築 して

おります。

このような素材提供型ビジネスに加え、素材とサービスを融合

した新たなソリューションを提供することにより、社会課題解決

に貢献 します。

レエラス トマーは、価格改定及び為替差により交易条件が改善 し

ました。

>機能性コンパウンド及びPPコ ンパウンド事業は、自動車生産
台数の回復に伴い販売が増加しました。また、価格改定及び為

替差により交易条件が改善 しました。

レソリューション事業は、試作・開発案件の延期等が長期化 し、

販売は前期並で推移 しました。

>全体としては、主に価格改定及び為替差により交易条件が改善
したことにより、ヨア営業利益は前期に比べ161億円増の493
億円となりました。

冗 上 収 益 l=世位 :偉岡)

4,327

2021年度

ヨア営業利益 (単位:億円)

構成比率41% ゝ

202二年度

5,216

―

一
９３

．
　

　

　

．
４

2022年度

2022年度

332
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iCTプ リュ中ション
>従業員数 :2,786人 (16人減)

>事業内容 :半導体・電子部品工程部材、光学材料、リチウムイオン電池材料・次世代電池材料及び高機能食品包装材料
の製造・販売

冗 上 収 益 律 位 :億円 )
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組み

概  瀦

高速通信、Aこの開発等、世界的なデジタル化の進展に伴い、安

全・快適なインフラ、持続可能な地球環境を支えるAl、 Beyond

5G等の情報通信 (lCT)分野における進化の重要性が高まってお

ります。

半導体・実装ソリューションにおいて、高度な技術と強固な技

術基盤を有する旭化成いから、ペリクル事業を買収しました。

また、半導体製造工程用の保護テープとして世界 トップシェアを

有する「イクロステープ殉 は、2023年 10月 の営業運転開始を目

指し、子会社である台湾東喜瑞機能膜般徘有限公司の製造設備の

増強を行うとともに、事業領域拡大に向けて、耐熱性やピックア

ップ性を両立した機能性ダイシングテープや熱剥離粘着テープ等

新領域への開発にも注力しております。

"半
導体・光学材料及びコーティング ,機能材は、販売が減少 し

ましたが、為替差等により交易条件が改善しました。

"産
業用フィルムは、主に半導体需要鈍化の影響により販売が減

少 しました。

渉全体としては、為替差等により交易条件が改善 したものの、主

に半導体需要鈍化の影響によ
',、

コア営業利益は前期に比べ64

億円減の238億円となりました。

2,357
2,071

2021年度 2022年度

コ7営業利益 (単位:億円)

構成比率20%

2021年度

―
み

302

238

2022年度
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べ“シック&グリ中ン・マテリアルズ
>従業員数 :2,458人 (96人減)
>事業内容 :エチレン、プ薗ピレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、繊媒、フェノール類、

高純度テフレタル酸、ベット樹脂、ポリウレタン材芽キ及び工業薬品の製造・販売

売上収益 l単位:偉冊)取り組み

概  況

石化・基礎化学品を中心とする従来の基盤素材領域にグリーン

ケミカル事業を加え、事業再構築によるボラティリティ低減及び

ダウンフロー強化を通じた高機能・ニッチ品の拡大を進めており

ます。 その一 環 と して、子 会社 であ ったMttsui Phettols

Singapore Pte.Ltdの 全株式をlNEOS Holdingsと imitedに売却 じ

ました。さらに、大牟田工場における トルエンジイツシアネー ト

の生産能力最適化 (生産能力縮小)を決定しました。
また、グリーンケミカル事業の推進加速に向けて、バイオマス

原料やプラスチックリサイクル、CCUS等の幅広い分野での事業
化を目指 しております。当期において ,よ、バイオマスナフサ原料

となる廃食用油で東南アジア・中国地域最大級の集荷・販売会社

であるApeiron AgroCommodlies Pte.と td.へ 出資しました。

>ポ リオレフィン及びフェノール類の販売は、需要鈍化の影響を

受けました。

>ナ フサクラッカーの移働率は、,II下製品の需要鈍化の影響を受

け、前期に比べ低下 しました。

歩全体としては、ビスフェノールA等の海外市況の下落及び在庫

評価益の縮小等により、コア営業利益は前期に比べ600億円減
の178億円となりました。

8,490
7,371

2021年度 2022年度

コフ営業利益 (単位i健円)イ
メ

構成比率15% k

オ
ヵ

778

178

2021年度 2022年度
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その他部門
>従業員数 :4,434人(102人増)

新事業開発等を含むその他部門の売上収益は、前期に比べ44億円増の150億円となりました。一方、コア営業損失は、
前期に比べ23億円増の28億円の損失となりました。
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新事業の創出
当社は、新 しいビジネスモデルの創出に取り組んでいます。その中から太陽光発電所診断事業にお

ける顧客課題の変化に応じた取り組みについて紹介 します。

ポー トフォリオ太陽光発電所診断サービス開始
固定価格買取制度 (FIT)が始まった201つ 年以降、概ね70GWの太陽光発
電所が日本国内に導入されてきました。そして、稼イ動している太陽光発電所
の売買により太陽光発電所事業の集約化が進んだ結果、発電事業者は日本全
国に分散 した多数の太陽光発電所 (ポー トフォリオ太陽光発電所)を保有す
ることとなり、分散 した発電所の効率的な管理・運用が課題となっておりま

す。

この度当社は、2014年から行っている太陽光発電所診断サービスに、AI・
デジタル技術を取り入れて、支力率的にポー トフォリオ太陽光発電所を診断す
る方法を開発 し、サービス提供を始めました。本サービスにより、ポー トフ

ォリオ太陽光発電所に支、まし、以下の二つのソリューションの提供が可能 とな

ります。

(1)20年以上の期待発電量算出や各種設備等の評価を短期間で提供

(2)ポー トフオリオ太陽光発電所の稼働状況の見える化と改善提案

本年4月 現在、既に数多くの事業者様にご活用
いただき始めております。今後も当社は、太陽光
発電所診断サービスの高度化・効率化を進め、政
府が策定した第6次エネルギー基本計画における
太陽光発電所導入量の達成に貢献してまいりま
す。

豊

, 特

善
善

彗
特

お客様

〆

1ヨら情報入力

今if議
'霊

3分そ
・・ 診此イ,毒発行

とに中小規模太霧光発電事業者
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(2)設備投資の状況

当期の設備投資額は11680億円であり、製造設備の新増設、更新、合理化等を行いました。

その主なものは、シンガポールにおける「タフマー
°
」の製造設備新設、台湾における「イクロステープ

⑤
」の生産能力増

強のための投資であります。

タフマー
°
は、柔軟で軽量な高機能三ラストマーであり、自動

車材、太陽電池関連部材等の幅広い用途で使用されていま
す。

イクロステープ
°
1よ、半導体の製造工程に用いる保護テープで

あり、裏面研肖1工程用テープとして世界 トップシェアです。

(3)資金調達の状況

当社は、自己資金、金融機関からの借入金及び社債の発行により、所要資金を賄いました。このうち、当社において、

2023年 3月 1日 に150億円の無担保社債を発行しております。

なお、当難末有利子負債残高は、前期末に比べ796億円増加し、7,947億 円とな
'サ

ました。

(4)重要な組織再編等の状況

①当社は、当社及びSKC Co.,Ltd.のポリウレタン原料事業を統合した共同支配企業であるMitsui Chemicaに &SKC
Polyurethanes inc.の 合弁契約を解消することを決定し、2022年 7月 14日 をもってSKC Co。 ,とtd.よ り出資金の払い戻し

を受け、合弁解消の一連の手続を完了しました。

②当社は、当社の連結子会社であったMlsui Phenols Sinsapore Pte.Ltd.の 全株式を、2023年 3月 31日 をもって、lNEOS
Ho10ings Limledに譲渡しました。
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(5)主要な借八先の状況 (2023年 3月 31日 現在 )

借八先

株式会社日本政策投資銀行

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社

株式会社山口銀行

農林中央金庫

(注)上獨この額には、シレジケートローン契約による以下の借入金を含みます。
三井住友信託守長そ丁株式会社 :11,o00百万円/株式会社山口銀行 :171586百 万円

借八額(百万円)

35,860

34,703

30,555

27,930

241070

丹
¨
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(6)株式の状況 (2023年 3月 31日 現在)

①発行可能株式総数    600,000,000株
②発行済株式の総数    200】 763,815株
③株主数  72,894人  (対前期末比976人減)

④大株主 (上位10名 )

株主名

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口)

その他の法人 6.64。/c
証券会社 3.31。/。

金融機関 41.610/。

個人その他 17.87。/c

外国法人等 30.57。/。

持株比率 (°/。 )

1789

〉株主構成

株式会社日本カストディ銀行 (信託□) 977

持株数 (千株 )

181575

3,474

34,006

2,674

21642

2,600

21546

21524

31474

3,325

三井物産株式会社

株式会社日本カストディ銀行 (三井住友信託銀行再信託分・三井物産株式会社退職給付信託口)

STATE STREET BANK WEST CLIENT‐ TREATY 505234

三井化学取引先持株会

182

182

174

140

株式会社かんぽ生命保険

株式会社三井住友銀行

1,39

136

農林中央金庫 133

大樹生命保険株式会社 132

①その他株式に関する重要な事項

・当社は、2022年 6月 24日 の取締役会決議に基づき、取締役 (社外取締役を除く。)及び執行役員に対 して、次のとお
り、譲渡制限付株式報酬として、普通株式を発行しました。

・取締役(5名) :40,300株
・執行役員(22名 ):70,200株

・当社は、2022年 11月 8日 の取締役会決議に基づき、2022年 12月 8日 において自己株式の消却を、2022年 11月 9日 から
2023年 2月 28日 までの期間において自己株式の取得を実施 しました。消却 した株式の総数は4,000,000株、取得 した株
式の総数は3,274,400株、株式の取得価客買の総額は9,9991845,447円 です。

(注)1株式の状況については、当社単体の内容を記葺完しております。
2株主構成の「個人 そのアと」には、当社の自己株式としての保有分 (533°/。)が含まれております。
3大株主の持株比率は、自己株式 (10,697,729株 )を 控除して計算しております。当社は、10,697.729株 の自己株式を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(7)主要な事業所及び重要な子会社の状況 (2023年 3月 31日 現在 )

(当社)
①本    社 (東京都)
②支    店  名古屋支店 (名古屋市) 大阪支店 (大阪市) 福岡支店 (福岡市)
③工    場  市原工場 (千葉県市原市) 茂原分工場 (千葉県茂原市) 名古屋工場 (名古屋市)

大阪工場 (大阪府高石市) 岩国大竹工場 (山口県岩国市及び和木町並びに広島県大竹市)
徳山分工場 (山口県周南市) 大牟田工場 (福岡県大牟田市)

①研究開発本部  袖ケ溝センター (千葉県袖ケ浦市)
⑤海外事務所  北京事務所

(子会社)

事業部門 主要な事業内容

農業化学品の製造及び販売

精密化学品・無穫化学品の販売

ライフ&ヘ ル
スケアツリュ
ーション

東南アジア地域における衛生材料の製造及び販売

プラスチック、ガラス等のコーティング材料の製
造及び販売

米国における歯科材料の製造及び販売

ドイツにおける歯科材料の製造及び販売

自動車等工業製品の新製品開発支援

不飽和ポリエステル樹脂及び成形材料の製造及び

販売

合成樹脂系の土木建築資材及び配管資材の製造及
び販売

モビリティツ
リューション 全型の製造及び販売

中国におけるPPコ ンパウンドの製造及び販売

東南アジア地域におけるエラストマー製品の製造
及び販売

東南アジア地域におけるPPヨ ンパウンドの製造及
び販売

丹
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会社名 所在地
資本金

(百万円)

当社の

議決権比率

(°/。 )

東京都
中央区

10000

100.00

タイ

東京都
中央区

10000

10000

米国

米 国

11310

百万タイバーツ

84
百万米 ドル

6
百万米 ドル

350

400

10000

三井化学クロップ&ラ イフツリュ
ーション株式会社

三井化学ファイン株式会社

Mitsui Hygienc Materials

Thailand Co,Ltd

SDC Technologiesi inc

Kulzer,Lと C

Kピ Izer GmbH ドイツ
25

百万ユーロ
100.00

10000大阪市

東京都
中央区

東京都
文京区

新潟県
三条市

中国

ジャバンコンポジット株式会社

三井化学産資株式会社

共和工業株式会社

三井化学複合才』料(中山)有限公司

Mitst,i Elastomers Singapore Pte
Ltd

Grand Siam Composttes Co,Ltd.

株式会社アーク

シンガポール

タ イ

117
百万人民元

96
百万米 ドル

64
百万タイバーツ

21000

1,005

100.00

10000

10000

4713

6500

63.00
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会社名 所在地
資本全

(百万円)

当社の

議決権比率

(°/。 )

インド

タ イ

米 国

Mitsui Pttme Advanced

Composites india P曖  Ltd

ARRK CORPORATION

Advanced Composites,Inc

Advanced Composites
Mexicana S A,de C V

MIsui Pttme Advanced

ARRK Product Developiment
Group Ltd

M‖sui Prime Advanced ComposК es do

Brasil indし stna e cOmorco de
Cnmnf】ミinミ PIhミin∩ミくヽA

Composites

(THAlと AND) LTD

BV

メキシヨ

オランダ

英国

ブラジル

2,450
百万インドルピー

1,180
百万タイバーツ

百万米 ドル

3
百万米 ドル

18
百万ユーロ

20
百万ポンド

107
百万レアル

13

10000

10000

6875

6875

8150

88,96

9300

三井化学東セロ株式会社

台湾東喜恥機能膜股イ分有限公司

Anderson Development
Company 米 国

東京都
千代田区

台湾

3,450

950
百万台湾 ドル

1

百万米 ドル

10000

10000

10000

株式会社プライムポリマー

日本エボリュー株式会社

本州化学工業株式会社

下関三井化学株式会社

Pr me Evolue Singapore pte Ltd

東京都
中央区

東京都

中央区

東京都
中央区

山口県

下関市

シンガポール

490

115
百万米 ドル

100

1,501

20,000

4875

5100

10000

6500

5200

中国三井化学(中国)管理有眼公司

台湾三井化学股扮有限公司

M■sui Chemicals Asia

Pacific,と td

Mttsui Chemicals Ame西 c9,Inc

Mlsui Chemicals Europe GmbH

シンガポール

ドイツ

台湾

米 国

59
百万人民元

28
百万台湾 ドル

2
百万米 ドル

5
百万米 ドル

1

百万ユーロ

10000

10000

10000

10000

10000

事業部門 主要な事業内容

インドにおけるPPコ ンパウンドの製造及び販売

東南アジア地域における自動車等工業製品の新製
品開発支援

米国におけるPPコ ンバウンドの製造及び販売

モビリティツ
リューション

メキンコにおけるPPコ ンパウンドの製造及び販売

欧州におけるPPコ ンパウンドの製造及び販売

株式会社アークの欧州における事業統括

ブラジルにおけるPPヨ ンパウンドの製造及び販売

合成樹脂フィルム等の製造、加工及び販売

ICTツ リューシ
ョン

台湾における半導体製造用保護テープの製造及び

特殊化学品の製造及び販売

ポリエチレン及びポリプロピレンの製造、加工及
び販売

メタロセンポリマーの製造及び販売

ベーシック&
グリーンマテ
リアルズ

高機能樹脂、電子材料、医薬品、農薬などの原料
となるファインケミカル製品 び販売

燐系製品及びガス製品の製造及び販売

東南アジア地域におけるメタロセンポリマーの製

中国における事業統括

台湾における当社製品の販売

その他 東南アジア地域における事業統括

米州における事業統括

欧州における事業統括

(注)1議決権比率は、直接及び間接所有の合計であります。
2資本金は、小数点以下を四捨五入により表示 しております。
3 Mhsui Phenoに Shgapore Pteと tdに つきましては、2023年 3月 31日付で全株式をlNEOS Ho田hgs ttmttedに売却 したため、重要な子会社から除外いたしました。
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(8)対処すべき課題
当社グループは、「地球環境との調和の中で、材料 。物質の革新と創出を通して高品質の製品とサービスを顧客に提供
し、もって広く社会に貢献する」ことを企業グループ理念として掲げ、ESGを中核に据えた経営を行っていくことで、事業
活動を通じた社会課題解決に取り組んでおります。また、目指すべき企業グループ像として、「化学の力で社会課題を解決
し、多様な価値の創造を通して持続的に成長し続ける企業グループ」を揚げております。
2021年度に策定した長期経営計画「ⅥSION 2030」 では、当社グループが目指す未来社会「環境と調和した循環型社
会」、「健康・安心にくらせる快適社会」、「多様な価値を生み出す包摂社会」の実現に向けて、取り細むべきマテリアリ
ティ(重要課題)を特定し、それを前提に5つの基本戦略を策定しました。「社会課題視点」、「ソリューション型ビジネス
モデル」、「サーキュラーエコノミー型ビジネスモデル」、「デジタルトランスフォーメーション(DX)」 を全社・全事業に
展開して従来型の素材提供型ビジネスからの転換を図るとともに、強靭な「経営基盤・事業基盤」を構築し、変革を加速し
てまいります。

目指す未来社会/マテリアリティ】

IS10N 2030基本戦略】
社会課冨観点の全事秦への屋爾
・事素領類の拡大・,緊器による政長
・既存事業の構造改革加速、グサーンマテリアルによる事業転換

・事素デザインカ強化による新事葉のを1出
・社内嶺

`重
機、社外バートナーとの連続譲化

全事婁を対ととしたサーキュラーエコノミー型ビジネスモデJレの構策
H爆襲転換にとづくサー■ュラーエコノミー対応製品の服闘
カーボンニュートラルに資する薫塊お盤強衛の爾〕覺 垂岳

DXの全■・全観増への属爾
瓢販研・サプライチェーン全体の■年を題した1西値の割出

ヨミットメント・チャレンツ奪欝の濃道
エンケージメント向上による娘綸舵力n上、全素支fヒ震革
クローバル全墨点その安全 安定運転と競争力強1との市立
サステナカレをサグライテェーンの構票

また、マテリアリティに組付 くKPIを 非財務指標として定めました。KPIマ ネジメン トを推進することにより、事業・機
能部門の相互連携を強化 し、ViSiON 2030の 実行力の強化に取り組んでおります (各 KPIと 目標は45頁以下ご参照)。

M麓:,」〔tho対 |ユ氏
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団

回
回
巨

団

”０１　　中０２　　”０３　　”０４　　中０５

響 雹霧4蟹
饉を生み出す
嬢 践懸4套
ぷ《らせる目指

=未
来社套 @ 環境とA呵和した鶴IR型 社会

盤X〔 くらし l帝 の安

`
烹■醤■呻 ね

三井化摯グル‐ブのマテリアリティ

持犠可能な任金への貢献

安全

事業継機の前提となる燦陸

入花尊重  リスク コう́ブライアンスマネジメント

品質           安定生産

事業縦続に不可欠な能カ

企業文化     人森0資本    イ/ベーション

テジタルトランスフォーメーション  バートナーシソデ

事象フオ、―トフォリオ蛮事の適*

ツリューション型ビジネスモデルの構芸

サーキユラーエコノミーヘの対応薮イ七

DXを通じた企案査革

44



(経営環境〉
2023年度の世界経済は、ウクライナ危機の長期化、欧米における金利上昇等による世界的なリセッションリスクの発現
等が懸念されるものの、中国の経済再開やインフレ率の緩やかな低下等もあり、回復基調となることが見込まれます。
日本経済においても、上記リスクに加え、為替や原燃料価格の変動を受けた業績悪化も懸念されますが、コロナ禍による
経済活動への制約がほぼ解消されることもあり、回復基調となることが見込まれます。
化学工業界においても、為替や原燃料価格の変動の影響が懸念されますが、景気の持ち直しの動きに伴う需要拡大が
見込まれます。

(重点課題)
①財務目標
・事業環境変化を踏まえたキャッシュフローマネジメントの徹底(資源投入の優先順位付)と投資の確実な回収
・成長領域における事業領域の拡大・深耕による更なる成長実現
・ベーシック&グ リーン・マテリアルズにおける事業再構築及びダウンフロー強化による高機能品拡大
・ソリューション型ビジネスモデルの構築
②非財務目標
・グループ全体の安全文化の野l成 (「安全は全てに優先する」の徹底と自主改善活動推進)
・サプライチェーン全体を俯l敢 した品質マネジメント体制構築に向けた設計・開発プロセスの改善・強化
・VIS10N 2030の 実現に向けた新しい取り組みや果敢なチャレンジを通じた、従業員のエンゲージメント向上
・Blue Value°及びRose Value⑥ 製品・サービスの創出・拡大の推進
。2050カーボンニュートラルの実現及びサーキュラーエコノミー女、;応製品・ビジネスの拡大に向けた方策の具体化
・新たな価値創造に向けたオープンイノベーションの推進、具体策の実行と、Beyond20301こ 向けて解決すべき社会課題の抽出
・デジタルリテラシーの向上等を通じた業務変革の推進、開発力の強化、事業モデル変革による、コーボレートトランスフ
ォーメーションの実現加速
・留意すべき人権課題抽出に向けた取り組みの推進と、バリューチェーン全体を通じた責任あるビジネスの追求

【VISiON 2030 計敷目標(KPり /投資資源配分】

財務KPI 投資資源配分

コア営業利益

親会社の所有者に帰属する当期利益

2,500億円

ROIC

11400億円

800/。以上

Net D/E 0.8以下

ROE 10。ノ。以上

総還元性向 300°/。以上

戦略投資枠
9,000億 円

成長投資枠
18兆円(10年 間 )

自力成長投資

9,000億 円
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マテリアリティ

【持続可能な社会への貢献】

・気候変動
・サーキュラーエコノミー
・健康とくらし
・住みよいまち
・食の安心
・ライフサイクル全体を
意識した製品設計

人権尊重

安全

リスク・コンプライアンス
マネジメント

品質

安定生産

企業文化

人的資本

デジタルトランスフォーメーション

イノベーション

目標 (2030年 )

40。/c

語黄
`:ui Cれ

enicaに

40。/。

40%(2013年度比)

国内外全拠点での人権デュー・ディリジェンス
システム構築によるリスク把握と是正

ゼ ロ

(VIS,ON 2030期 間を通じて)

100件

エンゲージメントスコア50。/。

250°/。

10名以上 (う ち、女性3名以上 :当社単体)

15°/。 (当社単体〕

80/。以下 (当社単体)

0.25(当社単体)

165名 (2025年度)

事業部所管テーマ数2倍以上 (2020年 度比)

3領域以上

持続可能な調達率80。/。

事
業
報
告

パートナーシップ

>業績予想 l単位:億円)

売上収益

2022年度
連錯葉織

2023年度
連結葉績予想

コア営業利益

181795

1,139

19,000 J

1,500 J
営業利益

親会社の所有者に帰属する当t胡利益

ROA

ROE

1,290 1,450 J

829 刊,000 J
57% 7.1%J
11.再 % 一

Ｊ
一
％
一
３
一
２

非財務KPI

BIue Valuぎ 製品売_L収益ナヒ率

Rose Value°製品売上収益比率

GHG排出量削減率(Scopel、 2)

重大な法令・ルール違反数

Pと事故、重大品質インシデント件数

Al・ IoTを中心とした先進生産技術の実装件数

人権リスクヘの対応

重大事故・重大労災件数

戦略重要ボジション後糸盤者l戻′:甫準備率

執行役員多様化(女性・外国籍・中途採用)

女性管理職(課長級以上)比率

データサイエンティスト数

未来技術創生センターにおける開発新領域数

エンゲージメント調査

生活習慣病平均有所見率

メンタル不調休業強度率

パイプラインの充実

持続可能な調達
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当社グループのサステナビリティ方針

当社グループは、ESGを 中核に据えた経営により、社会価値向上と企業価値向上の双方の両立を目指
し、VISION 2030に おいて、ESG要素の経営/戦略への組み込みのさらなる具体化、実行フェーズヘの移
行を進めています。

また、財務・非財務は互いになくてはならないものと認識しており、次の方針の下、当社グループのサ

ステナビリティ経営を推進 しています。

SDGs等で示されているグローバJレなESG課題に対し、
下記を通じて、社会および当社グループの持続可能な発展を目指します。

◆ビジネス機会を探索し、事業活動を通じた課題解決を図る
◆当社グループの将来リスクを認識し、企業として遵守すべき社会的責任を果たしていく

「財務・非財務の統合」志向
>非財務は財務の基盤である。
当社グループは「事業継続の前提として取り組むべき課題」に対応し、信頼を醸成する。
>非財務は将来の財務である。
当社グループは「事業継続に不可欠な能力」を向上し、成長を加速する。
>非財務と財務は相互に関与している。
当社グループは「持続可能な社会への貢献」を通じ、利益を最大化する。

なる、当社グループでは、2018年 より、経営において重要な各種ESGに関連するテーマにつき、全社
戦略会議やESG推進委員会等で対応の方向性を討議 しております。さらに、その討議結果のうち、特に

重要な事項に係る方針・戦略・計画は、経営会議や取締役会に諮り承認を受けます。承認された方針・戦

略・計画は、各部門の戦略に落とし込み、実行に向け具体的な取り組みを進めております。

三井化学グループのサステナビリティ経営の考え方
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2.三井化学のコーボレートガバナンスについて
(1)コ ーボレートガバナンスに対する基本的な考え方

三井化学グループは、「経営ビジョン」 (企業グループ理念及び目指すべき企業グループ像)の実現に向けた事業活動を
行う中で、実効的なコーポレートガバナンスの実現のための取り組みを実施することにより、
呵)株主をはじめとした当社グループの様々なステークホルダーとの信頼関係を維持・発展させること
2)透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行える体制を構築すること
等を通して、当社グループの持続可能な成長と中長期的な企業価値向上が実現できるものと認識しています。したがって、当
社は、コーボレートガバナンスの充実を、経営の最重要課証のひとつであると位置付けて、その実現に向け取り組んでいます。
当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方や方針等については、「ヨーポレートガバナンス・ガイドライ
ン」としてとりまとめ、当社ホームベージに公表しています。

(2)当社コーボレートガバナンス改革の歴史
三井化学発足以降、より実効性の高いコーポレートガバナンスを目指して、改革を続けてまいりました。
当社は、2023年 3月 31日 開催の取締役会において、新たなリスクマネジメントシステムを構築し、2023年度より運用を
開始することを決定しました。本システムでは、リスクを「経営戦略・目標の達成に影響を与える当社グループを取り巻く
事象がもたらす不確実性及び変化」と定義し、社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」で各担当役員の所掌領域
のリスクを網羅的に把握し優先順位付けを行い、経営会議の審議を経て取締役会にて「全社重点リスク」として決定しま

す。全社重点リスクは、経営計画システムに展開され、テイクあるいは回避すべきリスクとして可視化しつつ、事業運営、
資源投入等の意思決定に活用します。また、リスクマネジメント委員会は、全社重点リスクの審議に加え、個別重点リスク
の対応方針の討議、全社リスクマネジメントの継続的な見直しを行います。
当社は、本システムを適切に運用し、当社グループを取り巻くリスクによる脅成を最小化するとともに、機会を最大限に
ることで に努めてまいります。

企業理念

経営と執行の分萬世

事
業
報
告

15名程度 ,0名程度

23年～ リスクマネジメント委員会

取締役総っ
た
よ

社外取締役

社外監査役

!女性取締役
‐
載任

役員華風酬

役員人事

各種委員会
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(3)コ ーボレートガバナンス体制

当社においては、業務執行から独立 した社外取締役を含む取締役会が、経営の重要な意思決定並びに各取締役の職務執行

及び執行役員等の職務の監督を行っています。また、監査役会設置会社として、取締役会から独立 した監査役及び監査役会

が、各取締役の職務執行状況等の監査を実施 しています。このような機関設計のもと、社則に基づく職務権限及び意思決定

ルールの明確化、執行役員制度の導入による経営監督と業務執行の役割分担の明確化、経営会議における重要事項の審議、

全社戦略会議における全社視点に立った戦略討議等により、円滑・効率的な経営を目指 しています。また、監査役機能の重

視、内部監査部門による業務の適正性監査、確実なリスク管理等を基にした内部統制システムにより、健全性・適正性の確

保に努めています。

株主総会

会計監査人
取締役 8名 うち社外取締役 3名

取締役会

人事指名委員会
会長 /社長 /社外取締役により構成

役員報酬委員会
会長/社長/社外取締役により構成

1 選解任 十 選解任 選解任

会計監査 監査

会計監査 選解任・監督
監査

諮問

諮問

査

導

調

指

事業本部、コーボレート部門、研究開発本部、工場他 監査

監査

査
導
調
指

監督・指導

監査役 S名 うち■外監査役 3名
監査役会

関係会社

経営会議

社長執行役員

全社戦略会議

内部統制宣
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氏 名

淡 輪   敏

橋 本   修

中 島

安 藤 嘉 規

三 村 孝 仁

西 尾   寛

新 保 克 芳

藤 塚 主 夫

(4)取締役及び監査役の状況 (2023年 3月 31日現在 )

会社におけるとと位

代表取締役
会長

代表取締役
社長執行役員

代表取締役
専務執行役員

芳 野   正

担当及び重要な兼職の状況

KDDi帥社外取締役

業務執行全般統括 (CEO)

CTO RC・ 品質保証部、加工品事業支援センター及びレスボンシブル・ケア委員会担
当、研究開発本部、生産・技術本部及びベーシック&グリーンマテリアルズ事業本部管掌

子Jttitょ i Che嫡〔B歯

事
業
報
告

取締役
専務執行役員

取締役
専務執行役員

取締役

監査役

吉 丸 由紀子

取締役 馬 渕   晃

取締役

常勤監査役 久 保 雅 晴

常勤監査役

監査役

監査役 徳 田 省 三

CFO、 経理部、総務・法務部及びリスク・コンプライアンス委員会担当

CHRO 人事部、グローバル人材部、関係会社支援部、コーポレートコミュニケーション
音日、 Mlsui Chemicais Asia Pacric、  Mnsui chemicals China、 Mhsui Chemicals
Amettca及びMlsui chemicals

積水ハウスlホえl社外取締役
ダイワボウホールディングス4絣土外取締役

テルモ伽顧間、仰オートパックスセブン社外取締役

新保法律事務所弁護士
伽三井住友フィナンシャルグループ社外取締役
l本剰ヤクルト本社社外取締役

伊藤忠エネクスl碑よ上外監査役

lホ凸小松製作所顧問
ヤマハl抑卒土外取締役
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(注)1.取締役のうち吉丸由紀子氏、馬測晃氏及び三村孝仁氏は、社外取締役であります。また、当社は吉丸由紀子氏、馬渕晃氏及び三村孝仁氏を、
東京証券取引所の定めに基づき、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定し、同取引所に対し届け出ております。
2監査役のうち新保克芳氏、徳田省三氏及び藤塚主夫氏は、社外監査役であります。また、当社は新保克芳氏、徳田省三氏及び藤塚主夫氏を、
東京証券取引所の定めに基づき、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定し、同取引所に対し届け出ております。

3監査役徳田省三氏及び藤塚主夫氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・徳田省三氏は、公認会計との資格を有しており、長年にわたり監査法人において幅広い経験を重ねています。
・ 藤塚主夫氏は、上場企業の経営普及びCFOと して幅広い経験を重ねてぃます。
4取締役淡輪敏氏は、2022年 6月 に重要な兼職であるKDDIい社外取締役に就任しております。
5.取締役三村孝仁氏は、2022年 6月 に重要な兼職であるテルモい取締役顧間を選任 し、同社顧間に就任しております。また、同氏は、2022年
6月 にいオートバックスセブン社外取締役に就任しております。

6当社は、会社法第430条の3第 1項に基づき以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
【保険契約の内容の概要】

①被保険者の範囲

当社の取締役、監査役及び執行役員

②被保険者の実質的な保険料負担割合

保険料は会社負担としており、被保険者の保険料負担はありません。

③補償の対象となる保険事故の概要

被保険者の業務の遂行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被る損害(法律上の損害賠償金及び争訟費用)について填補されま

す。

④会社役員の職務の適正性が損なわれないための措置

被保険者の故意、違法な私的利益供与、犯罪行為等による賠償責任に対しては填補の対象とされない旨の免責条項が付されております。

7当社と各社外取締役及び各社外監査役とは、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度

=員

は、法令が規定する額としております。

82023年 4月 1日 をもって、社外取締役以外の取締役の地位及び担当を次のとおり変更しております。

会社における地位 担当及び重要な兼職たの状況

取締役会長 KDDil耕上外取締役

代表取締役
社長執行役員

業務執行全般統括 (CEO)

代表取締役
専務執行役員

代表取締役
専務執行役員

取締役
専務執行役員

芳 野   正

中 島

安 藤 嘉 規

CTO
RC・ 品質保証部、加工品事業支援センター及びレスポンシブル・ケア委員会担当
研究F,f弓発本部、生産・技術本部、ベーシック&グ リーンマテリアルズ事業本部及び
グリーンケミカル事業推進室管掌

CFO
経理部、総務・法務部、コーポレー トコミュニケーション部及びコンプライアンス委
員会担当

CHRO
人事 部、 グローバル人材 部、 関係会社 支援部、 Mlsじi Chemicals Asia PacWic、
MXsui Chemicals China、 Mlsui Chemicats Amenca及 びMIsui chemicals Europe担
当

氏名

淡 輪   敏

橋 本   修
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丹

会社における地位

社長執行役員

専務執行役員

(5)執行役員の状況 (2023年 4月 1日 現在 )

担当及び重要な兼職の状況

橋 本   修 業務執行全般統括 (CEO)
CTO RC・ 品質保証部、加工品事業支援センター及びレスポンシブル・ケア委員
当、研究開発本部、生産・技術本部、ベーシック&グ リーンマテリアルズ事業本部及びグ

専務執行役員
CHRO 人事部、グEl―バル人材部、関係会社支援部、M■sui Chemicals Asla Pacric、
Mitsui Chemicals China、 Mlsui Chemicals Amenca及びMlsui chemicals Europe担 当

専務執行役員 ICTソ リューション事業本部長

専務執行役員 中 島 CFO 経理部、総務・法務部、コーポレー トコミュニ ―ション部及びコンプライアン

常務執行役員 研究F升見発本部長 知的財産部担当
常務軌行役員 モビリティソリューション事業本部長 名古屋支店担当
常務執行役員 ライフ&ヘルスケアツリューション事業本部長

常務執行役員 生産・技術本部長 市原工場、名古屋工場、大阪工場、岩国大竹工場及び大牟田工場担当
常務執行役員 ベーシック&グ リーンマテリアルズ事業本部長 大阪支店及び福岡支店担当
常務執行役員 CSO 経営企画部、リスクマネジメント委員会、ESG推進室及びESG推進委員会担当
常務執行役員 CDO デジタルトランスフォーメーション推進本部長
執行役員待遇嘱託 三井化学クロップ&ラ イフソリューション

`角

ネ`土長

執行役員待遇嘱託 帥プライムポリマー社長

執行役員待遇嘱託

執行役員

松

松

林

払
伸

宏

巳

三井化学東セロ4絣土長

中国総代表

ライフ&ヘルスケアソリューション事業本部副本部長

執行役員

執行役員 大阪工場長

執行役員 ライフ&ヘルスケアソリューション事業本部副本部長

執行役員 大牟田工場長

執行役員 人事部長

執行役員 文

修

研究開発本部副本部長 兼 同本部iCTソ リューション研究センター長
経理部長執行役員

執行役員 市原工場長

執行役員 生産・技術本部生産・技術企画部長

執行役員
:   Antonios

米州総代表 兼 Mttstt Chemttatt Amenca,hc.社 長

執行役員 浦 ,‖ 俊 也 タル トランスフォーメーショ 同 ジタル トランスフォ

執行役員 岩固大竹工場長

執行役員 聡

大

経営企画部長

CTO付 グリーンケミカル事業推進室担当執行役員

M世
`む

ICれ enital氏

事
業
報
告

繁

博

坂

崎

洋光善

士
瞬

晃本

市

坂

氏名

芳 野   正

安 藤 嘉 規

平 原 彰 男

柴 田 真 吾

小守谷   敦
田 中 久 義

細 見 泰 弘

吉 住 文 男

伊 澤 ― 雅

三 瓶 雅 夫

月ヽ 澤   敏
藤 本 健 介

成岡  田

餓 越 広 充

鶴 田   智
右 田  健

阿 部 真 二
松 江 香 織

高 妻 泰 久
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(6)役 員報酬制度の概要

(役員報酬の内容の決定に関する方針等 (2023年 3月 31日 現在)〉

当社は、取締役会にて、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しており、当該決議に際しては、あらか

じめ決議する内容につき、取締役会の諮問機関である役員報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

◆取締役(社外取締役を除く。)の報酬については、以下を基本方針としております。

・経営委任の対価として適切であり、当社グループの成長と業績向上に結び付くものであること

・会社業績、個人業績との連動制を考慮した仕組みであること
。上位職ほど、企業の中長期的成長への貢献要素を反映したものであり、株主との価値共有を深めることができる

こと

・株主等に対し、説明責任を十分に果たすことが可能で、透明性が確保されていること

◆取締役(社外取締役を除く。)の具体的な報酬は、a固定報酬、b賞与(業績連動報酬)及びc.譲渡制限付株式報酬で構成

することとしております。報酬等の決定にあたっては、株主総会において決議された報酬枠の範囲内で決定すること

とし、外部専門機関による他社水準の調査等を活用し、適正な水準に設定することとしております。

a.固定報酬(基本報酬)

月例の定額報酬であり、役位に応じて決定する。

b.賞与

・業績達成への短期インセンティブとして賞与を支給する。

・全社業績目標達成へのインセンティブを高めるため、よリー層、業績連動性を反映する仕組みとして「コア営

業利益」を指標としたフォーミュラを用いて基礎額を算定する。その上で、誰績目標の達成度等を加味し、各

人別の賞与額を決定する。

F)基礎額算定のフォーミュラ

コア営業利益 X係数 ×役位別係数
市)各人別の賞与額の決定

i)のフォーミュラに基づく算定額を基礎に業績目標の達成状況を加味して各人別の賞与額を決定する。

・2022年度における業績指標(コア営業利益)の実績は1,139億円となりました。

c.譲渡制限付株式報酬

2017年 6月 27日 開催の第20期定時株主総会における決議に基づき、取締役(社外取締役を除く。)に当社の企業

価値の持続的な向上のためのインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを

目的として、以下の内容の譲渡制限付株式報酬制度を導入している。

i)本市U度の対象者

当社取締役(社外取締役を除くc)
西)当社が対象者に支給する金銭報酬債権

当社取締役会決議に基づき、対象者に年額1億2千万円の枠内で金銭報酬債権を支給する。
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前)当社が発行又は処分する株式の総数

・対象者は、 市)で対象者に支給される金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株
式について発行又は処分を受ける。

・対象者が発行又は処分を受ける当社の普通株式の総数は、年12万株以内とする。但 し、当社の普通株

式の株式分割(当社の普通株式の無償害」当を含む。)又は株式併合が行われた場合、その他譲渡制限付株

式として発行又は処分される当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を

合理的な範囲で調整する。

・上記の当社普通株式に関する1株当たりの払込金額は、金銭報酬債権支給及び譲渡命J限付株式の発行又

は処分に関する取締役会決議日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値を基

礎とする。

沖)譲渡制限期間

当社の取締役会が3年間から5年間までの間で予め定める期間(以下「譲渡制限期間」という。)、 対象者は

割当を受けた当社の普通株式(以下「本割当株式」という。)について、譲渡、担保権の設定その他の処分

を行うことができない。

v)譲渡制限の解除
・対象者が、譲渡制限期間中、継続して当社又は当社の関係会社の取締役、執行役、監査役、執行役員、

常務理事、理事、参与、顧間、相談役又は使用人その他これに準ずる地位(以下「譲渡制限地位」とい

う。)に あったことを条件として、本害u当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲

渡制限を解除する。

・但し、対象者が任期満了、死亡又は定年その他の正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に譲渡

制限地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本害」当株式の数及び譲渡制限を解除する時

期を必要に応じて合理的に調整する。

萌)没収理由

対象者が、任期満了、死亡又は定年その他正当な理由なく、譲渡制限期間が満了する前に譲渡制限地位を

退任又は退職した場合には、当社は本割当株式を当然に無償で取得する。

◆社外取締役及び監査役の報酬は、固定報酬(月例定額)のみで構成し、報酬の水準は、外部専閥機関による他社水準の

調査等を活用し、適正な水準に設定することとしております。

(取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項)

区分 決講時点の役員の員数

取締役 取締役8名 (う ち社外取締役3名 )

事
業
報
告

報酬の種類 報酬限度額 株主総会決議年月日

譲渡制限付
株式報酬

固定報酬

賞与

固定報酬

年額6億 円以内(う ち社外取
締役は年額6千万円以内)

年額1億 2千万円以内

月額11千万円以内

2017年6月 27日
第20期定時株主総会

2005年 6月 28日
第8期定時株主総会

監査役 監査役5名 (う ち社外監査役3名 )
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(取締役及び監査役の草限酬等の総額〉

区分

取締役 (う ち社外取締役)

監査役 (う ち社外監査役)

支給額(百万円)  r~~

基本報酬

(月例報酬)

固定報酬率

株式報酬

115(― )

― (一 〕

合計 (う ち社外役員) 115(― )

(注 )1上記の金額には、2022年 6月 24日 FT再催の第25期定時株主総会終結の時をもって退任 した取締役2名及び監査役1名 に対する2022年 4月 から退任時までの支給額が含まれ
ております。

2上記の支給額には、当事業年度に係る取締役寅与の予定額が含まれております。
2023年 3月 31日 現在在任中の取締役S名 :127百万円

2022年 6月 24日開催の第25期定時株主総会終結の時をもって退任 した取締役1名 (2022年 4月 から退任時までの分):2百万円

3上記の支給額には、当事業年度に係る謀渡制限付株式付与のための報酬の費用計上額が含まれております。
2023年 3月 31日現在在任中の取締役6名 :115百万円

(2022年度 取締役(社外取締役を除く)に対する変動報酬と固定報酬の割合〉
中長期インセンティブ
(譲渡制限衛株式報酬 )

23%

変動報酬率

480/。
取締役

報酬制度

520/。
短期インセンティブ

(賞与)

25%

(当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由)

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容

が、取締役会で決定された決定方針と整合していることや、役員報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認 して

おり、当該決定方針に沿うものであると判断 しております。なお、当社は、当事業年度末日の取締役会決議において、取

締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を変更しており、上記の取締役賞与は、変更後の当該決定方針に基づき支給

いたします (変更後の当該決定方針は、26買以下に記載の「当社の新しい役員報酬制度概要」をご参照下さい。)。

支給人員(名 )

10(4)

6(3)

16(7)

129(一 〕550 (40)

― (― )

129(― )410 (79〕

306 (40)

103 (40)103 (40)

653 (79)
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(7)社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

積水ハウスい 社外取締役 特別な関係はありません。
取締役

吉 丸 由紀子 ダイワボウホールディングスい

社外取締役
特別な関係はありません。

当該他の法人等との関係

取引関係がありますが、一般株主との利益相反となるような特別な関係はありま
せん。

'練

番iコ〔〔hQttt21s

事
業
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取締役
三 村 孝 仁

テルモ欄顧問

いオートパックスセブン社外取締役 特別な関係はありません。

新保法律事務所 弁護士

い三井住友フィナンシャルグループ

社外取締役

いヤクル ト本社 社外取締役 特別な関係はありません。

伊藤忠エネクスい 社外監査役

特別な関係はありません。

|い三井住友フィナンシャルグループとの関で取引関係があり、また、い三井住友
:銀行から借入がありますが、一般株主との利益相反となるような特別な関係はあ
りません。

監査役

新 保 克 芳

監査役

徳 園 省

監査役

藤 塚 主 夫

い小松製作所 顧間

ヤマハ爛 社外取締役

取引関係がありますが、一般株主との利益相反となるような特別な関係はありま
せん。

特別な関係はあt,ま せん。

特別な関係はありません。

重要な兼職

SG



②当事業年度における主な活動状況

取締役
吉 丸 由紀子

監査役会出席状況

ダイバーシティ推進をはじめとする他の会社の役員としての経験と豊富な国際経験に基づき、業務執行の妥当性やグロー

バルの視点、ダイバーシティの観点から、健全かつ充と率的な企業経営に向けた発言を適宜行っております。また、人事指

名委員会及び役員報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会全て (人事指名委員会5回、役員報酬委員会8

国)に 出席し、害観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬の決定過程における監督機能を担っておりま
す

企業経営者としての豊富な経験とモビリティ分野に関する高い見識に基づき、当社経営全体を客観的に評価し積極的に課

題やリスクを把握し、健金かつ効率的な企業経営に向けた発言を適宜行っております。また、人事指名委員会及び役員報

酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会全て (人事指名委員会5回、役員報酬委員会8回 )に出席し、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬の決定過程における監督機能を担っております。なお、当事業年度

からは :こ し、役員報酬制度に関する適切な議論の実現に尽力しております。 (注 2)

企業経営者としての豊富な経験、業界団体 トップとしての活動経験やヘルスケア分野に関する高い見識に基づき、当社経

営全体を客観的に評価 し本質的な課題やリスクを把握し、健全かつ効率的な企業経営に向けた発言を適宜行っておりま

す。また、人事指名委員会及び役員報酬委員会の委員として、当社取締役就任後に開催された委員会全て (人事指名委員

会5回、役員報酬委員会6回 )に 出席 し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬の決定過程における監
督機能を担っております。

16//17

長年にわたる弁護士としての豊富な経験や、他社の社外役員としての経験に基づき、当社の業務執行における適正性確保

や当社取締役会の経営監督機能向上等の観点から、健全かつ効率的な企業経営に向けた発言を適宜行っております。ま

た、役員報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会 (3回 )に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報
酬の決定過程における監督機能を担いました。

取締役
馬 渕 晃

監査役
新 保 克 芳

三 村 孝 仁
取締役

取締役会出席状況 (注→

豊●●晏,■ 争ヽ■,●●■, 13ノ/13

●●●●●●●●●●,■皇 13//13

●●豊●●●●●尋尋里 11/11

1晏里

'■
彙■,母,■晏■ 12//13 二■晏■皇,,■里皇■学■里■,■

取締役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行つた職務の概要

取締役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役含及び監査役会における発言状況及び社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要
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尋■,曇尋晏晏里里豊里■ヽ● 1 3/ 1 3 ■里里■■ヽ●●●●■里豊■ヽ豊単■豊

■■尋

'単
■,■里里●●● 1 3/1 3 ■●●●●●●●●●●●豊尋里豊単

取締役会及び監査役会における発言状況及び社外監査役に期待される役割に関して行つた職務の概要

取締役会及び監査役会における発言状況及び社外監査役に期待される役割に関して行つた職務の概要

徳 田 省 三

毒7//17

監査役

長年にわたる公認会計士としての豊富な経験や、他社の社外役員としての経験に基づき、当社の業務執行における適正性

確保や当社取締役会の経営監督機能向上等の観点から、健全かつ効率的な企業経営に向けた発言を適宜行っております。

また、役員報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会 (3回 )に 出席し、客観的・中立的立場で当社の役員

報酬の決定過程における を担いました。

17/17

監査役
藤 塚 主 夫 上場企業経営者及びCFOと しての豊富な経験や、他■の社外役員としての経験に基づき、当社の業務執行における適正性

確保や当社取締役会の経営監督機能向上等の観点から、健金かつ効率的な企業経営に向けた発言を適宜行っております。

また、役員報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会 (3回 )に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員
報酬の決定過程における監督機能を担いました。 (注 2)

(注)1 上記取締役会の開催回数のほか、 あった み 回

ありました。
2 2022年 10月 に役員報酬委員会の体制を見直しました。構成員は、取締役会長、取締役社長及び独立社外取締役とし、委員の過半数を独立
社外取締役としました。また、委員長には独立社外取締役を選任いたしました。

Mttξ utこれn月,lca燥

事
業
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(3)取締役会の実効性評価

当社取締役会は、毎年、取締役及び監査役の自己評価、社外役員のみのディスカッション、取締役会構成員による討議等

の方法により、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、取締役会の改善に取り組んでいます。

(2022年度取締役会の実効性評価の方法 )

取締役、監査役へのアンケー ト

企画、集計等に第二者機関を起用

さらなる改善の

取り組みへ

取締役会報告

今後の課題や方策について共有
アンケート結果を集約

社外役員のみのディスカッション

取締役会構成員による討議

職務執行状況報告、M&A案件のPMI状況、 VISЮ N 2030進才歩状況、非財務KPl等、重要事

項のモニタリングの機会の充実化を図りました。

全社の重点 リスクを網羅的に把握 し、優先順位付を行い、改善を図る新たなリスクマネジ

メン トシステムを構築 し、2023年度より運用を開始 します。本システム構築にあたって

は、全社戦略会議や取締役会メンバーヘの事前の説明・共有の場等で議論を重ねました。

重要な事項については、事前説明を複数回行い、討議の上で審議を行う段取りとする等、

十分に議論が尽くされるよう運営を工夫 しました。また、実体感のある、より本質的な講

論の実現のため、社外役員による現地視察等も実施 しました。

(2022年度実施した取り組み〉

① モニタリングの充実

② リスクマネジメントの充実

③ 社外役員への事前説明

(評価結果及び今後の取り組み〉

2022年度においては、取締役及び監査役の自己評価の点数は概ね前年度並みの結果でした。また、取締役会の監督機能

を高めるという趣旨に沿った施策の実行により、改善が進み活性化されていることを確認し、取締役会の実効性は前年に引

き続き十分確保されていると評価しています。

①ⅥSiON 2030の 進捗に伴う案件の増加、多様化に対する、より実効的な取締役会の運営の実現

今後の課題 ②新たに構築したリスクマネジメントシステムヘの取締役会としての関与及び運用に対するモニタリング

③株主・投資家と社外役員のコミュニケーションの充実

当社は毎年の実効性評価を踏まえ、当社取締役会の監督機能を高めるべく必要な施策を適宜検討し、実行していきます。

3月 下旬3月 末
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(9)会計監査人の状況

(名称)

EY新 日本有限責任監査法人

(会計監査人の報酬等の額)

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 288百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 463百万円

(注 )1 当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
2当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を負己章夕しております。
3当社監査役会は、社内関係部署及び会計監査人より聴取を行い、会計監査人の独立性、専門性、監査の品質を確認 し、監査計画の内容や監査「寺間の妥当性、会計監査人の職務の遂行状
況を検討の上、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

(会計監査人の非監査業務の内容)

当社は、EY新日本有限責任監査法人に対 して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務 (非監査業務)である財務調
査等についての対価を支払っております。

(会計監査人の解任又は不再任の決定の方針〉

監査役会は、会計監査人がその適格性又は独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行が困難であると判断した

ときその他必要がある場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が、職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったときその他の会社法第340条第1項各号に

定める事由に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

(会計監査人の責任限定契約の内容の概要)

当社と会計監査人とは、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。

前にsuiこれeはにaS

事
業
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連結計算書類

連結財政状態計算書 (2023年 3月 31日現在)

科  目

資 産

流動資産

現金及び現金同等物

営業債権

棚卸資産

その他の金融資産

その他の流動資産

非流動資産

有形固定資産

使用権資産

のれん

無形資産

投資不動産

持分法で会計処理されている投資

その他の金融資産

退職給付に係る資産

繰廷税金資産

その他の非流動資産

合  計

(単位 :百万円)

金  額 科  目

負 債

流動負債

営業債務

社債及び借入金

未払法人所得税

その他の金融負債

引当金

その他の流動負債

非流動負債

社債及び借入金

その他の金融負債

退職給付に係る負債

引当全

繰延税全負債

その他の非流動負債

資 本

親会社の所有者に帰属する持分

資本全

資本剰余金

自己株式

利益剰余金

その他の資本の構成要素

非支配持分

合  計

1,184,900

695,444

164,267

368,463

7,416

112,933

2,349

401016

489,456

369,786

57,174

20,242

6,101

35,162

991

883,303

786,327

1251572

57,778

△32,704

575,125

61,056

96,476

金  額

2,068,203

2,068,203

1,094,286

186,310

352.18'

4411949

76,409

37,437

973,917

553,332

47,555

19,338

48,137

2甍 ,713

148,892

58,518

61,036

10,270

5,126

2,068,203
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運結損益計算書 (自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日 )

科  目

売上収益

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

その他の営業収益

その他の営業費用

持分法による投資利益

営業利益

金融収益

金融費用

税引前利益

法人所得税費用

当期利益

当期利益の帰属

親会社の所有者

非支配持分

当期利益

(単位 :百万円)

醐確:iuI C擁姫lC謝ヘ

金  額

1,879,547

△1,498,054

381,493

△2841589

281325

△17,924

211693

128,998

5,678

△17,398

117,278

△27,140

90,138

計
算
書
類

821936

7,202

90,138
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計算書類
賞借対照表 (2023年 3月 31日現在)

科  目

(単位 :百万円)

金  額 科  目 金  額

資産の部

流動資産

現金及び預金

電子記録イ責権

売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材≠キ及び貯蔵品

前渡金

前払費用

短期貸付金

未収入金

木収法人税等

その他

貸任」引当金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産
工業所有権

諸利用権

ソフトウェア

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

出資金

関係会社出資金

長期貸付金

破産更生債権等

関係会社長期貸付金

長期前払費用

前払年金費用

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

負債の部

流動負債

買掛金

短期借入金

1年内返済予定の長期借入金
コマーシャル・ベーパー

リース債務

未払金

未払費用

未払法人税等

前受金

預り金

役員賞与引当金

修繕引当全

債務保証等損夫引当金

本社移転損失引当金

資産除去債務

その他

固定負債

社債

長期借入金

リース債務

退撃乳t給付引当金

修繕引当金

環境対策引基金

債務保証等損矢引当金

資産除去債務

その他

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余全

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

配当引当積立金

別途積立金

特定株式取得積立金

繰越利益剰余金

自己株式

評価・ 換算差額等

907,204
533,792
104,210

1131950
37,100
140,000

394
73,057

101523
704
101

36,964
139
14,236
11070

481

729
134

373,412
1301000

225,250

3,968
2,756
2,179
181

31340
1,162

41576

404,422
401,324
125,572
77,513
54,301

23,212

2311443
121506

218,937
10,000

281070
244
180,623

△    32,704
2,598

△

△

1,311,626

545,258
34,275

1,252

198,732

110,805

3,064

59,720

1,882

21759

20,502

105,692

41203

3,293

921

766]368
320,263
44,387

32,514

841315

116
7,114

135,205

2,338

14,274

91803

821

90
8,892

436]302
24,752

257,299

0
52,036

3,027

47

57,896

386
49,283

1,023

13,974

23,421
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損益計算書 (自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日 )

科  目

売上高

売上原価

売上総利益

販売資及び一般管理賛

営業利益

営業外収益

受取利息及び配当金

受取賃貸料

為替差益

その他

営業外費用

支払利息

休止費用

貸倒引当金繰入額

債務保証等損失引当金繰入額

その他

経常利益

特別利益

固定資産売却益

関係会社株式売却益

関係会社有償滅資払戻差益

特別損失

固定資産処分損

匿l定資産売却損

減損損失

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

関係会社出資金評価損

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

金  額

(単位 :百万円〕

954,943

831

123〕 059

1 791

9,268

57,104

23,482

42,890

30,102

18,735

54,257

5,564

,4黄(:lli Chef射 〔蒻s

計
算
書
類

53,397

1,332

326

2,049

3,094

2,320

10,909

4,005

2,654

102

23,199

6,801

4,314

36

2,292

1,174

10,529

390

4,546

i018
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業務の適正を確保するための体制

当社は、実効性の高い業務の適正を確保するための体制 (以下 「内部統制システム」という。)を構築

するため、2006年5月 10日 開催の取締役会にて「内部統制システム構築の基本方針」を定め、必要な見直

しを実施 してお ります。また、当社は、この基本方針に沿って構築 した内部統綱システムを運用すると

ともに、運用状況をモニタジングしています。

(注 )2023年 3月 31日 開催の取締役会において、一部を改定しております。

1.内部統制システムの概要

(1)当社及び子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款 に適合す るこ
とを確保するための体制

①当社及び子会社において、業務執行を行う取締役は、各社の取締役会規貝とに従い、重要な業務執行に
ついては、取締役会の承認を求めるほか、業務執行に際して認識した、法令・定款違反及び重大な損

害が発生したこと又は発生する可能性、自己の行った重要な業務執行その他業務執行に係る重要な事

実を取締役会における報告その他の方法により取締役 。監査役に報告する。

②当社において、取締役会に付議すべき事項のうち事前審議を要する事項及び業務幸九行に関する重要事

項を審議するための機関として「経営会議」を設置し、適正かつ効率的な意思決定が可能な体制を構

築する。同会議には監査役が出席し、必要なときには意見を述べることができることとする。

③当社において、社内組織として内部統制室を設置し、予め経営会議で審議し策定した年間監査計画に

基づき、当社及び子会社の会計及び業務における法令遵守状況等の監査を実施するとともに、結果に
ついて経営会議に報告する。

④当社及び子会社の社員を対象とした法令・ルール遵守教育を、Eラーニングや階層別研修等の方法に
より実施する。

⑤当社及び子会社の社員が業務を遂行する上で法令・ルール蓮守の観点から特に注意を払わなければな

らない事項について、ポイントをまとめたガイドブックを作成して当社及び子会社社員に周知し、法

令・ルール遵守の徹底を図る。

③当社及び国内外の子会社の社員や仕入先・工場協力会社等の取引先が、情報の通報を行える内部通報

制度を整える。当社社員 (子会社への出向者を含む。)を対象に定期的に実施するコンプライアンス教

育や、社内のネットワークシステムや公式HPへの掲載を通じて内部通報制度の存在及び活用を周知徹

底する。

⑦当社及び子会社は、反社会的勢力に対しては及然とした態度で臨み、一切の関係を持たず、かつ不当

要求等の介入に対 しては、警察等外部専門機関との緊密な連携のもと、関係部署が連携・協力して組

織的に対応 し、利益の供与は絶対に行わないものとし、反社会的勢力への対応につきマニュアル等に

てその方針を明確化して周知・徹底を図る。

(2)当 社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われ ることを確保するため
の体制

①当社及び子会社において、取締役会規則その他の社則に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、

適正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体制をとり、取締役会では経営に関する重要事項に
ついて意思決定するとともに、各取締役の業務執行を監督する。

②当社において、経営監督機能と業務執行機能の役割分担の明確化を図るため、執行役員制度を導入す

る。この体制において取締役会は、経営監督機能と企社戦円各の策定機能を持つので、事業運営実態と
の乖離を招かないよう、業務執行取締役を置く。

③当社 「決裁規則」その他の社則により、子会社に関する事項についての当社及び子会社の権限分配及

び意思決定手続を明確化する。

(3)取締役の職務の執行に係 る情報の保存及び管理に関する体制
当社において、取締役の職務辛九行に係る情報については、「取締役会規則」その他の社貝1に従い、文

書又は電磁的記録により作成・保存・管理するものとし、これにより取締役の職務執行に係る情報への



アクセスを確保する。

(4)当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスクを、「経営戦略 。日標の達成に影響を与える当社グループを取り巻く事象がもたらす不確実性

及び変化Jと 定義し、社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」で、「全社重点ジスク」を
「全社リスクレビュー」を通じて選定し確定させ、経営会議の審議を経て取締役会で決議する。リス

クマネジメント委員会は、全社リスクレビューを行う他、全社ジスクマネジメントの基本方針、戦

略、計画、重要施策を審議する。各担当役員は、全社重点ジスクを、白らの所掌領域における戦略ロ

ーリングや予算に落とし込み、PDCAを着実に実施する体制をとる。

②リスクの頭在化により、当社及び子会社に重大な影響を及ぼす可能性のある危機が発生した場合に備
え、予め想定される危機に対して、迅速かつ的確な紺応を図るための体制を整え、顧客に対して供給

責任を果たせるよう、当社及び主要な子会社において適切な事業継続計画 (BCP)を 策定する。

③当社及び子会社に重大な影響を及ぼす木安件が発生した場合には、当社においては「危機管理規則Jに
基づき、社長又は社長が任命する者を本部長とする対策本部を速やかに設置し、その指示のもと、関

係部署が連携・協力して、人身の安全、損害の最小化等に向けた施策を迅速・的確に実施する。ま

た、子会社においても、当社「危機管理規則」又は各社の規則に基づき、当社との連携も含め、適切

な封応を行う。

④当社及び主要な子会社において、各社がそれぞれのリスク状況について分析を行うと≧もに、子会社

については、当社の所管部門がその報告を受けて対応の進手ノサ管理を行うこととし、また、内部統制室

による監査の対象とする。

⑤社員の意識向上を図り、リスクマネジメント施策の実効性を高めるため、当社及び子会社の社員を対

象としたジスクマネジメント教育を実施する。

(5)子会社の取締役等の職務の執行 に係 る事項の当社への報告 に関する体制 その他当
社及び子会社か ら成る企業集団における業務の適正 を確保す るための体制

①当社及び子会社の健全かつ円滑な運営のため、当社 「関係会社管理規則」その他の社則により、子会

社が彗社の事前承認を要する事項及びその他の事項に関する意思決定手続等を明確にする。また、主

要な子会社にも関係会社管理規則等の内容を踏まえた社則を整備させ、当該整備状況を、内部統制宝

による監査の対象とする。

これに加え、2020年からは「三井化学グループ グローバル・ポジシー プラットフォームJ(M―
GRIP)を整 備 、 運 用 して い く。 M一GRIPは、 リス ク・ マ ネ ジ メ ン ト及 び ビジネ ス・ サ ポ ー トの観 点 か
ら、意思決定、人事、経理、購買、物流等に関する方針、施策、遵守事項等を子会社に展開するため

の基盤である。当社機能部門は個々のグローバル・ポジシーを制定し、子会社への展開を支援し、子

会社はグローバル・ポリシーを受諾し、遵守して業務遂行する。

②子会社ごとにその運営管理を担当する部署 (所管部 F二)を定める。所管部門は、当該子会社の管理を
適切に行 うために、当社の経営方針及び所管部 F写の経営戦ll各の周知・徹底、当該子会社の経営状況の

把握等を行 う。

③主要な子会社には監査役を派遣 し、派遣された監査役が監査を実施するとともに、当社の内部統制室

が定期的に監査を実施 し、法令遵守、リスク管理及びその他の業務処理が適正に行われていることを

確認する。当社の監査役はこれらの結果を踏まえ、必要に応 じて自ら調査を行 う。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置 くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項

当社において、監査役の職務を補助するために、監査役直属の法務・経理等の専門矢H識を有する専任
の社員を置く。

(7)監査役の職務を補助すべき使用人の取締役か らの独立性及び当該使用人に対する
指示の実効性に関する事項

当社において、監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下で職務を遂行する。当該社員の
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配置・異動 。人事評価にあたって監査役の意思が反映される体制をとる。

(8)当 社及び子会社の取締役及び使用人等が 当社の監査役に報告 をす るための体制 そ
の他の監査役への報告に関する体制

①当社及び子会社の取締役及び社員は、監査役監査規則その他の社則に従い、当社監査役が報告を要請
した事項、ハ可部監査部門が行つた内部監査の結果、重要なリスク情報、当社グループに重大な影響を

及ぼす可能性のある危機情報等を当社監査役に報告する。また、リスクホットラインを通じて当社及
び子会社の社員や仕入先・工場協力会社等の取引先より報告された情報についても即時又は適宜当社

監査役に報告される。

②当社において、監査役は、会計監査人より年間監査計画の説明を受け、確認を行うとともに、監査結

果の報告を受ける。

③子会社における監査役の監査結果は必要に応じて、当社の監査役に報告される。また、当社の監査役
と子会社の監査役との間で必要に応じて情報交換を行う。

(9)監査役への報告をした者が当該報告を したことを理由として不利益な取扱いを受
けないことを確保するための体制

当社においては、監査役への報告を行った者に対し、当該報告を理由として不利益な取扱い (解雇、
降格、減給、配置転換その他の人事処分のほか、あらゆる報復措置等を含む。)を行わないこととし、
子会社にも同様の取扱いをさせる。

(10)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に封し、費用の前払等の請求をしたときは、当該請

求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該

費用又は債務を処理する。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われ ることを確保するための体制
①当社において、監査役は、取締役会及び社内の重要な諸会議に出席する。また、社長等との間で定期

的に意見交換を行う場を持つ。

②当社において、監査役は、業務執行取締役の決裁書及び重要な諸会議の議事録の回付を受け、確認す

る。

③当社において、監査役は、会計監査人との間及び内部統制室との間で、それぞれの年間監査計画、監

査結果等につき意見交換を行うなど、それぞれの監査の独立性に配慮しつつ、相互に連携を図り監査

を実施す る。

(注)上記(1)、 (2)、 (4)、 (5)、 (8)及び(9)の各体制については、子会社のみならず、可能かつ適切な範囲で持分法適用関連会社
にも準用します。
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2.内部統制システム運用状況の概要
当事業年度における内部統制システム運用状況のうち、主なものは次のとおりです。

(1)職務執行の適正さ、コンプライアンス確保のための体制に関する運用状況
・当社は取締役会を13回開催し、重要な業務執行についての決議・報告を適切に行いました。
・当社は経営会議を23回開催し、常勤監査役出席のもと重要事項の審議・報告を適切に行いました。
・本社・事業所で法令・ルール遵守教育を実施するとともに、当社及び子会社の従業員を対象に法

令・ルール遵守職場ディスカッションを実施しました。
・新たにコンプライアンス専F]委員会を設置し、グループ・コンプライアンス体制を強化する施策を

審議しました。当事業年度においては、同委員会を3回開催しました。

(2)リ ス ク管理体制 に関す る運用状況
・リスク・コンプライアンス委員会を3回開催し、新たに想定されるリスクに対する的確な対応・支援

を行 うとともに、コンプライアンス案件の再発防止策を含め、当社グループのリスク管理に関する

PDCAの実施状況を確認 しました。
・当社は、新型コロすウイルス感染症の流行状況に応じて、会社の機能維持のために情報収集と対応

策の立案及び水平展開を実施し、また、テレワーク勤務や時差出勤等の必要な措置を講じました。
・当社各部及び主要な子会社の事業継続計画 (BCP)の見直しを実施しました。
こ地震BCP訓練を実施し、本社と事業所との円滑な連携に向け取り組みました。

(3)職務執行の効率性確保 のための体制 に関す る運 用状況
・当社及び子会社では、取締役会規則その他の社則に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、適

正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体制をとっています。また、当社の取締役会は、重

要事項の意思決定や各取締役の職務執行状況報告を通 じ、取締役の業務執行を適切に監督 しまし

た。

・当社では、業務執行取締役及び執行役員が連携することにより、取締役会の経営監督機能と全社戦

略策定機能が適切に機能しております。
・取締役会の監督機能向上のため、取締役会実効性評価の結果に基づき、①重要事項のモニタリング

に関する機会の充実、②新たなジスクマネジメントシステムの構築、③議論の深化に向けた事前説
日月の運営の見直し等を実施しました。

(4)子会社の職務執行 に関する当社への報告体制、その他企業集国における業務の適
正を確保するための体制に関する運用状況
。当社の内部統制室は、子会社への内部監査を実施し、当社の事前承認を要する事項の各子会社規則

類への反映状況、各社の法令遵守、ジスク管理状況等について確認を行いました。
・当社は、リスク・マネジメント等の観点からグループ全体に適用される意思決定、人事、経理、購

買、物流等に関する方針、施策、遵守事項等を策定し、グループ各社に展開するため「三井化学グ
ル ー プ グ ローバル・ ポ リシー プ ラ ッ トフォー ムJ(M GRIP)を 運用 してお ります。

(5)内部統制の実効性確保のための体制に関する運用状況
・当社の内部統制室は、年間の内部監査計画に基づき、当社各部署、子会社及び関連会社に対して監

査を実施した上で、その状況について経営会議、取締役会で報告し、当社監査役とは相互に実施し

た監査の情報共有を行いました。

(6)監査役による監査の実効性確保のための体制に関する運用状況
。当社の監査役は、会計監査人より会計監査結果について定期的に報告を受け、意見交換を行いまし

た。
・当社の監査役は、取締役会に出席するとともに、当社常勤監査役は、経営会議等の重要な社内会議

に出席し、監査役会において情報共有を行いました。
・当社の監査役は、ジスクホットラインの運用実績や、当社の内部統制室による内部監査結果につい

て、定期的に報告を受けました。
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株式会社の支配に関する基本方針

(1)基本方針の内容の概要
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支酉己する者は、当社の価値創造を推進する力を理解 し当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者で

ある必要があると考えております。

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴 う

買付提案がなされた場合、これに応じるべきか否かの判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行わ

れるべきものと考えております。

しかしながら、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量質付行

為又はこれに類似する行為を行 う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切で

ないと考えております。

(2)当社 の財産 の有効 な活用、適切な企業集国の形成その他の基本方針の実現 に資す
る特別な取組みの概要

当社は、「化学の力で社会課題を解決し、多様な価値の創造を通して持続的に成長し続ける企業グル

ープ」を「日指すべき企業グループ像」として、次に掲げる当社の価値創造を推進する力を基に、企業

価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図つております。
a.顧客ニーズを実現する研究開発力
b.チ ャレンジ精神を有する多様な人材
c.実効性ある経営の仕組み
d.安全最優先の組織文化
e。 ステークホルダーとの信頼関係

f.健全な財務体質
また、当社は、長期経営計画に基づき毎年の事業計画をローリングすることによって、長理的な視野

を持ちつつ、経営の環境適応性を高め、企業価値ひいては株主共同の利益のさらなる向上に努めており

ます。なお、2021年度には、2030年度長期経営計画「VISIoN 2030Jを 策定しました。

さらに、企業としての社会的責任を全 うし、広く社会からの信頼を確保 していくために、コーポレー

ト・ガバナンスの充実は最も重要な課題と認識しており、社外取締役の選任 (社外取締役 3名 すべてを

独立役員として、東京証券取引所に届け出ております。)、 監査役機能の重視、内部統制システムの構

築・推進、ジスク・コンプライアンス委員会活動の強化などの諸施策を推進 しております。また、ステ

ークホルダーからの信頼を一層高めるため、環境負荷の低減、安全・品質の確保、社会貢献活動、法

令・ルール遵守の徹底等のCSR活 動のさらなる充実 。強化に努めてお ります。

(3)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するための取組みの概要

当社は、当社株式に対する大量買付を行おうとする者に対し必要かつ十分な情報提供を要求し、あわ

せて当社取締役会の意見等の情報 Fォ写示を適時適切に行い、かかる大量寮付の是非を株主の皆様が適切に

判断するために必要な情報や時間の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関連法令及び定款

の許容する範囲内において適切な措置を講じるとともに、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に努めてまいります。

なお、上述 (2)及び (3)の 取組みは、上述 (1)の基本方針に沿 うものであります。また、当社の企業価

値・株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

う



連結持分変動計算書 白 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日 (41位 :百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

当 期 首 残 高 125,414 69,866 △34,932 516 098

当 期 利  益 82,936

その他の包括利益

当期包括利益合計 821936

自己株式の取得 △ 10,023

自己株式の処分 △ 0 5

自己株式の消却 △ 12,246 12,246

配   当  金 △ 24,161

株 式 報 酬 買文引 158 158

連結範囲の変動

その他の資本の構
成要素から利益剰
余 金 へ の 振 替

252

所有者との取引額等
合       計 158 △ 12,088 2,228 △ 23,909

当 期 末 残 高 125 572 57,778 △32,704 575,125

親会社の所有者に帰属する持分

親会社の

所有者に

帰属する
持分合計

)F支配
持分

資本合計

その他の資本の構成要素

その他の

包括利益を
通じて
公正価値で
測定する
金融資産

確定給付
制度の

再測定

在外営業
活ヲ」体の

換算差額

キャッシュ
・フロー・
ヘッジの

公正価値の

純変動の有効
部分

合計

当 期 首 残 高 14,558 21,911 △261 36,208 712,654 94,468 807,122

当 期  利  益 821936 7,202 90,138

その他の包括利益 4 172 938 19810 180 25,100 25,100 2,830 27,930

当期包括利益合計 4,172 938 19810 180 25,100 108 036 10,032 118,068

自己株式の取得 △ 10,023 △ 10,023

自己株式の処分 5 5

自己株式の消却

配   当  金 △24,161 △ 7,168 △31,329

株 式 報 酬 取 引 316 316

連結範囲の変動 △856 △ 856

その他のイ資本の構
成要素から利益剰
余 金 へ の 振 替

686 △938 △ 252

所有者との取引額等
合       計 686 △ 938 △252 △ 33,863 △ 8,024 △ 41,887

当 期 末 残 高 19416 41,721 △81 61,056 786,827 96,476 883,303
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科    目 金  額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

1,012

△ 1,063

25

77

51

1,812

1,863

(ご参考 )

連結 キ ャ ッシ ュ Bフ ロー計 算書 の要 旨  白 2022年4月 1日 至 2023年3月 81日   (単 位 :億円)

(注)金額は、億円未満四拾五人により表示しております。

連結包括利益計算書の要旨 自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31臣 (単位 :億円)

科    目 金  額

曽期利益

その他の包括利益

当期包括利益

901

280

1181

当期包括利益の帰属

親会社の所有者

非支配持分

(注)金額は、億PJ未満四捨五入により表示しております。

1,081

100
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1 連結計算書類の作成基準
当社及びその子会社 (以下、「当社グループJと いいます。)の連結計算書類は、会社計算規則第120条第 1項のかと定によ
り、国際財務報告基イ十 (以下、「IFRS」 といいます。)|こ 準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の焼定
により、IFRSで求められる勝H示項目の 一部を省略しております。

2 連結の範囲に関する事項
・連結子会社等の数                  138桂
上記にはジョイント・オペレーション4社を含めております。
・=とな連結子会社等の名称

lttlプ ライムポリマー、ADVANCED COMPOSITES,lNC、 MITSUI ELASTOMERS SINCAPORE PTE LTD

Mitsui PhenOls Singapore Pte Ltdに ついては、保有する全株式を譲渡したことにより

ります。
・連結子会社等の増減
上曽力日: 8存上

減少 i3社

連結子会社から除外してお

3 持分法の適用に関する事項
・持分法を適用した会社の数
・主な持分法適用会社の名称

錦湖三井化学、 L海 中石化三井化工有限公司、爛日本エム
・持分法適用会社の増減

減少 :1社

27社

・ァィ・エム

4.連結 r会社の事業年度等に関する事項
連結 r会社の決算 Hが 当社グループの連結決算 tiと 異なる坊合には、連結決算 H現在に実施した仮決算に基づく子会社の
財務諸表を使用し、連結を行つております。

5 会計方針に関する事項
(1)金融資産の評価基準及び評価方法

① 金融資産 (デ リバティプを除く)
(1)当初認識及び測定
当社グループは、営業債権を、IFRS第 15号 「顧客との契約から生じる収益Jに基づき履行義務を充足し、対価に対
する無条件の権利を取得した時点で当初認識しております。その他のすべての金融資産は、当社グループが当該金l、1

資たの契約条項の当事者となった取引瞬に当初認識しております。
金融資産は、当初認識時に、償却原価で沢」定する金融資た、純損益又はその他の包括利恭を通じて公正価値で測定

する金融資産に分類しております。

次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で執1定する金融資産に分類しております。
・契約上のキャンシユ・フコーを回収するために資産を保有,~る ことを目的とする事業モデルに基づいて、資産が

保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利増、の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に

生じる。

また、次の条件がとく)にЙ苛たされる負債性金融資産は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に

分類しております。それ以外の負債性金融資たは、純損益を通じて公τこ価値で測定する金凸虫資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売と、llの両方のために資産を保有することを日的とする事業モデルに基づい

て、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利忠の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の瞬に
生じる。

資本性金融資産については売買日的で保有するものを除き、資本性金融資産ごとに、純損益を通じて公下価値で測
定するか、その他の色括イ、l益を通じて公正価値で測定するかを指定し、選該指定を継続的に適用しております。
金融資産は、公正価値に当該金融資産に直接J語属する取引コス トを加算した金額で当初測定しております。ただ
し、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、その取引コストはぢる生時に純損益として認識しており
ます。

(嶺 )事後測定
金融資産の当初認識後は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

(a)償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資たについては、実効金不l法による償却原価で測定しております。

(b)公正価値で測定する令Fl虫資産

償却原/1uiで狽」定する金精虫資産以外の金融資産は、公正価値で測定しております。
公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は、純損益若しくはその他の包括利益として認識しております。
資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正/面値で測定すると指定したモ)の については、公正価値の変

動額はその他の包括利益として認識し、認識を中 Iヒ した場合、あるいは公正価値が著しく下落した場合には利益来じ余
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金に振り答えております。

(述 )認識の中 IL
当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資産のキャ

ッシュ・フローを受け取る契約 Lの権利を譲渡し、当 lノスキ金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが

移転している場合において、認識を中止しております。

(市 )減損
当社グループは、金融資産及び金融保証契約の減損の認識にあたつては、期末日ごとに、償却原価で測定する金融

資産及び金n虫保証契約に、当初認識時点からの信用リスクの著しい増人があるかどうかを評価しております。
金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を全期

間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。

金融資産に係る信用 ,ス クが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を
12ヶ 月の予想信用損失に等しい金4)lで測定しております。
ただし、営業債権及びリース債確については、常に、貸倒引当金を企期間の予想信用損失に等しい金額で測定して

おります。

金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか否かは、当初認識時における債務不履行発生リ
スクと各期末日における債務不履行発生リスクを比較して判断しております。この判断には、期日経過情報のほか、

過去の事象、現在の状況、及び将来の経済状況の予測についての、過人なコストや労力をかけずに利用可能な範囲内

における今理的かつ裏付け可能な情報 (内部信用格付け、外部信用格付け等)を考慮しております。
いずれの金融資たについても、債務者からの弁済条件の見直しの要請、債務者の深刻な財政難、債務者の破産等に

よる法的整理の手続きの開始等があった場合には、信用減損金融資産として取り扱っております。また、将来合理的
に回収が見込まれない金額は、金融資産の帳簿価額を直接減額し、対応する貸倒引当金の金額を減額しております。
また、金融商品の予想信用損失は、当社グループが受け取るべき契約 Lのキャッシュ・フローと、当社グループが

受け取ると見込んでいるキャンシユ・フローとの差額の現在価値として測定し、純損益として認識しております。

② デリバティブ及びヘッジ会計
当社グループは、為替の変動リスクや金利の変動リスクをヘッジするために、為替予約、通貨スワップ及び金利スワッ
プ等のデフバティブを利用しております。これらのデリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識され、
その後も公正価値で再測定しております。

デリバティブの公正価値の変動は純損益として認FJ我 しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分は

連結包括利益計算書においてその他の包括利益として認識しております。

当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘンジ関係並びにヘッジを実施するにあたってのリ
スク管理目的及び戦獨各について、公式に指定及び文書化を行っております。事該文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対

象となる項目又は取引並びにヘッジされるリスクの性質及びヘッジされたリスクに起囚するヘッジ対象の公正価値又はキ

ャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の公正価値変動の有効性の評価方法

(ヘ ッジ非有効部分の発生原因の分析及びヘッジ比率の決定方法を含む。)等を含んでおります。
当社グループは、ヘッジ開始時及び継統的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の公正価値又はキャッ
シュ・フローの変動を相殺するために有効であるか評価しております。
ヘッジ会計に関する要件を満たすヘッジは、以下のように分類し、会計処理しております。

(1)公正価値ヘッジ
ヘンジ手段に係る公正価値の変動額は、純損益として認識しております。ヘッジされるリスクに起因するヘッジ対

象の公正価値の変動は、ヘッジ対象の帳簿価額を調整するとともに、純損益として認識しております。

(1)キ ャッシュ・フロー・ヘッジ
ヘッジ手段に係る公正価値の変動額のうち、有効な部分はその他の包括利益にて認識し、非有効部分は純損益に認

識しております。

その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影智を与える時点で純

損益に振リメ日大えております。ヘッジ対象が非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせる()のである場合には、その

他の包括利益として認識されている金額は、非金融資産又は非金融負債の当初の帳簿価額の修正として振り替えてお

ります。

予定:挟引がもはや発生可能性が非常に高いと言えなくなった場合にはヘッジ会計を中止し、さらに発生が見込まれ

なくなつた場合には、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損矢の累計額を純損益に振り替えております。

(2)棚卸資産のユr価基準及び評価方法

棚卸資産は取得原価又はI味実現可能価額のいずれか低い金額で認識しております。取得原価は主として総平均法に基づ
いて算定しており、購入原価、加工費並びに現在の場所及び状態に至るまでに要したすべての費用を含んでおります。正味

実丁ノHし可能価額は、通常の事業の過程における兄積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除した額で

,~。

(3)重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形岡定資産
有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表
示しております。

取得原仙には、資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び原状回復費用のき初見積額が含まれております。ま

た、資産の収得や建設などに直接起囚し、資産計上の一定の要件を満たすr昔人コストを当該資産のよ傲得原価の一部として

認識しております。

右形固定資産 (土地等の償却を行わない資産を除く)は、それぞれの兄積耐用年数にわたり、定額法で減価償却を実施
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しております。

主な見積耐用年数は、以 ドのとおりです。
・建物及び構築物      2～ 75年
・機械装置及び運搬具    2～ 25年
なお、減価償却方法、兄積耐用年数及び残存価額は、各連結会計年度末において見直しを行い、変更があつた場合は、
会計上の見積りの変更として将来におJかって適)‖ しております。
② 無形資産
無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示してお
りま,~。

個別に取得した無形資たは、当イノJ認識に際し取得原価で淑J定し、企業結合において取得した無形資産の取得原価は、取

得日現在における公正価値で測定しております。なお、内部創出の無形資産については、資産イとの要作を満たす開発費用
を除き、その文出叡はすべて発生した期の費用として認識しております。
lt∫用年数を確定できる無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却し、減損の兆俣が存在する場合は
その都度、減損テストを実施しております。
二:な見積耐用年数は以下のとおりです。
・ソフトウェア       2～ 15年

・特許及び技術使用権    2～ 45年
・顧客価値         5～ 30年

・商標権          5～ 15年

なお、耐用年数を確定できる無形資産の見積耐用年数及び償去「方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があっ

た場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

耐用年数を確定できない無形資産については、償却を行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損
テストを実たしております。

③ ジース
当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しております。契約が特定さ

れた資産の使用を文配する権利を ‐定期間にわたり対術と交換に移転する場合には、当該契約がツース又はリースを含ん
だものであると判定しております。契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、 リース開始‖におい
て、使用権資産及びリース負債を認識しております。
リース負袋は、開始日において同日現在で支払われていないリース料の現在価値で測定しております。使用権資産につ

いては、 リース負債の当初測定額に当初直接コス ト、前払リース料等を調整し、リース契約に基づき要求される原状障1復
義務等のコストを加えた額で当初の決」定を行っております。

リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額とに配分しており、当該金融費用は、純損益として認識し
ております。

使用権資産は、当初認識後、見積耐用年数とリース翔間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却を行ってお
ります。 リース期間については、リースの解約不能期間に加えて、行使することが合理的に確実である場合における延長
オプションの対象翔晦及び行使しないことが今理的に確実である場合における解約オプションの対象期間を含む期間とし

て決定しております。

なお、リース期F司が12ヶ )」 以ハlの短期リース及び原資たが少密員
~で
あるリースについては、当該リースに関連したリース

料を、リース期間にわたり定額法により費用として認識しております。

(4)のれんに関する事項
のれんは、取得原価から減損損失累計額をキ

'七
除した価額で表示しております。のれんの償却は行わず、毎期又は激損の兆

侯が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。のれんの減狼狽失は連結狼益計算書において認識され、
その後の戻入れは行っておりません。

(5)投資不動産

投資不動産とは、貨料収入又はキャビタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する不動産でありま

す。通常の営業過程で販売する不動産や、商品又はサービスの製造・販売、もしくはその他の管理日的で使チ薄する不動産は

含まれていません。

投資不動産については、原価モデルを採用しております。減価償却については、土地等の償却を行わない資産を除き、当

該資産の兄積耐用年数にわたり定額法により減価償却を行つており、有形固定資産に準じた兄積耐用年数及び減価償渕1方法
を使用しています。

(6)非金融資産の減損

当社グループは、期末日ごとに丼金融資産 (棚卸資産、繰延税金資産、選職給付に係る資産及び売却日的で保右する井流
動資産を除く)の減損の兆候の有無について検討しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産又は当該資産がl高
する資金生成単位の回収可能価額を見積っております。
のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、毎期又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テスト

を実施しております。

資産又は資産が属する資金生成単位の回収可能価須は、処分コス ト控除後の公正価値と使用価値のうちいずれか高い方の

金額としております。

使用価値は、見積将来キャンシユ・フローを貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税号1前割引率を用
いて現在価4宣 |こ割り引いて算定しております。佃々の資産について用収可能価額を見積ることができない場合には、その資
産の属する資金生成単位ごとに回収可能価額をノHし積っております。
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のれんは、耳又得日以降、企業結合のシナジーから使益を得ると見込まれる資金生成単位又は資金生成単位グループに配分
しております。

仝社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、企社資たに減損の兆候がある場合、当該全社資産
が帰属する資金生成単位又は資金生成ヰt位グループの回収百r能価額を算定して判断しております。
減損損失は、資金生成単位 (単位グループ)の回収可能価額が当該単位 (単位グループ)の帳鯨イ曲額を下回る場合に純損
益として認識しております。

資金生成単位 (単位グループ)に関連して認識した減損損失は、まずその単位 (単位グループ)に配分されたのれんの帳
簿価額を減額するように配分し、次に当該41位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
のれん以外の資たに関しては、遇年度に認識された減損損失について、損失の減少又は消滅の可能性を示す兆候が存在し
ているかどうかを,r価 しております。そのような兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額の見積
りを行っております。

その回収すf能価額が、当該資産又は資金生成単位のilk簿価額を超える場合、減損損失を認識しなかった場合のll災簿価額か

ら必要な減価償却費又は償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額を li限 として、減損損失を戻し入れております。

(7)重要な引当金の計上基準
過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済するために経済的便
益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、その債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に、引当金を

認,税 しております。

貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、引当金額は使務の決済に必要と見込まれる支占を、貨鴇天の時間的価値及び当
該負債に固有のジスクを反映した税引前害」引率を用いて現在価値に割り引いて算定しております。

(8)迷職後給付の会計処}Ⅲ

当社グループは、従業員の選職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営しております。
(i)確定給付制度
確定給付制度に係る負債又は資産の純額は、雛定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公下価11を控除して算定
しております。当社グループは、確定給付制度債務の引在価値及び関連する当別勤務費用並びに過去勤務費用を、予測
単位積増方式を用いて算定しております。牛191率は、給付が見込まれる期間に近似した満期を有する期末

「
時点の優良

社債の利回りを参照して決定しております。

勤務費用及び確定給付負債又は資産の純額に係る利息純額は純損益として認識しております。過去勤務費用は、即時
に純損益として認識しております。数理計算上の差異を含む、確定給付制度に係る負債又は資産の純額の再測定額は、
発生した期においてその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えており
まサ
~。

(1)確定拠出制度
確定拠出型年金制度への拠出は、従業員が勤務を提供した期開に費用として認11蛇 しております。

(9)収益の計「i基準

当社グループでは、以下の5ス テップアプローチに基づき、顧客への財又はサービスの移転との交換により、その権利を

得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ 1:願客との契約を識別する。
ステップ2:契約における履行義務を識別する。
ステップ3:取引価格を算定する。
ステップ4,取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ51履行義務を充足した時点で (又は充足するにつれて)収益を認識する。
当社グループは、ライフ&ヘルスケア・ノリューション、モビツティンリューション、ICTン リューション及びベーシン
ク&グ リーン・マテリアルズの製品の製造販売を主な事業内容としており、これらの製品の販売については、顧客が当該製
品に対する支配を嬰得し、履行義務が充足される時期に応じて、製品の引渡時点、熊Ⅲ積時点で収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から、返「T,、 値け|き 及びリベー ト等を控除した金額で算定しておりま

す。変動対価を含む売上収益の金額については、変動対価に関する不確実1性がその後に解消される際に、認識した収益の累
計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取]1価格に含めております。
なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね 1年以内に回収しており、重要
な金融要素は含んでおりません。

(10)グループ通算制度の適用

当社及び一部の子会社は、三井化学僻を通算親法人としたグループ通算制度を適用しております。
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(収益認識に関する注記〉

と 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは、ライフ&ヘルスケア・ソリューション事業、モビジティノリューション事業、ICTソ リューション事業、
ベーシック&グ リーン・マテリアルズ事業及びその他事業を基本にして組織が構成されており、当社の取締役会が、経営イチ令源
の配分の決定及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象としていることから、これらの事業で計上する収益を売
上収益として表示しております。また、当社グループは、顧客との関係から生じる収益を顧客との契約に基づき、製品・商品
の販売、ライセンス収人及びその他に分解しています。

(単位 :百万円)

ライフ&
ヘルスケア・

ンリューション

モビツティ

プリュー

ション

ICT

ソリュー

ション

ベーシック&
グリーン・

マテ リアルズ

その他 合 計

製』1・ 商品の販売 257,194 521,169 235,657 847,587 12,132 1,873,739

ライセンス収入 1,032 405 24 と,389 2,850

その他 2,958 2,958

合計 258,226 521,574 235,681 848,976 15,090 1,879,547

2_収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、会計方針に関する事項「(9)収益の計上基準Jに同一の内容を記載しているの
で、注口己を省略しております。

3.当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(1)契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約負債に関する情報は以 下のとおりであります。
連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権は、「営業債権」に含まれており、契約負債は、
及び「その他の非流動負債」に含まれております。

「営業債務」

顧客との契約から生じた債権   352,181百 万円
契約負債             3,070百 万円

(2)残存履行義務に配分する取引価格

当社においては、個別の予想契約期間が 1年を超える重要な取引がないため、実務上の使法を適用し、残存履行義務に関す
る情報の記載を省略しております。

―- 12 -―



(会計上の見積りに関する注記)

当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項置であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ば

す可能′性がある会計上の見積りは以下のとおりであります。

なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期の見通しは依然不透明ではあるものの、当イにグループの業績に与える影響は軽微で

あると判断しております。会計上の見積りを行う上でも、重要な影響を及ぼさないと仮定しております。

・棚卸資たの評価
(1)当 連結会計年度の連結計算書類に計 にした金額
棚卸資産      460,690百 万円
棚卸資産評価損引当  18,741百 万,1
(2)会計 比の見積りの内余に関する理解に資する情報
棚卸資産は取得原徹又は下味実現可能価額のいずれか低い金額で認識しております。I味実現可能価額は、通常の事業の過
程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除して算定しております。当社グループの保有す
る棚卸資産は、価格変動の著しい経済環境の影響を受ける傾向にあるため、市場環境が予想より悪化して下味実現可能価額が

著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。

・非金融資産の減損
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産   553,332百 万円
使用権資産    47,555百 万円
のれん      19,338百万円
無形資産     48,187百 万円
投資不動産    21,713百 万翔
減損損失     7,455百万濁
(2)会計上の兄積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、期末日ごとに非金融資産 (棚卸資産、繰延税金資産、選職給付に係る資産及び売却目的で保有する井流動
資産を除く)の減損の兆候の有無について検討しております。減損の兆候が存在〕

~る
場合は、当該資産又は導該資産が属する

資金生成単位の回収可能価額を見積っております。
資産又は資産が属する資金生成単位の回収可能儘額は、処分コスト控除後の公再I二価値と使濡価値のうちいずれか高い方の金
額としております。
使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該資産に岡有のジスクを反映した税引前割引率を用い
て現在価布tに害Ⅲり引いて算定しております。イF々 の資産について河収可能価額を見積ることができない場合には、その資産の

属する資金生成単位ごとに回収可能価額を見積もつておりまつ。
障I収可能価額の算定においては、資産の耐用年数、将来キャンシユ・フロー・割引率、長期成長率等について、一定の仮定
を設定しております。
これらの仮定は、経営者の最音の兄積りと判断により決定しておりますが、関連する事業の市場環境、世界的な金利 |:昇、
顧客の設備投資の動向など、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影豊を受ける可能性があり、兄直しが必要となっ
た場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能イ4:があります。

・償却原仙で測定する金融資だの減損
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した企額
償却原価で測定する金融資産  H,531百万円
上記に対応する貸倒引肖金   H,531百 万円
(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、偵去「原価で測定される金融資産について、期末‖ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から
著しく増加しているかどうかを評価し、12ヶ 月または全理間の予想信用損失を見積っております。
予想信用損失の見積りは、債務不巖行の可能性、信用状況回復の時期、発生損失額に関する将来の予預どや、割引率等、多く
の仮定、兄積りのもとに実たされており、実際の損失が予想信用損失より過大又は過少になる可能性を、当社グループの経営
者が判断しております。
これらの見積 り及び仮定は、前提とした状況が変化すれば、償却原価で測定する金融資産の減損損失の金額が著しく異な
り、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に千1要な影響を与える可能性があります。
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・繰延税金資たの回収可能性
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産   52,645百万円
繰延税金負債   77,587百 万円
(2)会計上の兄積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは繰延税金資たの認識において、将来減算 一時差異及び税務上の繰越欠損金を利用できる課税所得が生ずる可
能性が高い範囲内で計上しております。
繰延税金資たの回収可能性は、当社を通算親法人とした通算グループにおける収益力に基づく課税所得の十分性、タック
ス・プランエングの存在、将来加算 一時差異の十分性に基づいて判断しております。収益力に基づく将来の課税所得の見積り
は、翌連結会計年度の事業計画を基礎としておりますが、その中にはグループ・グローバル経営の基盤強化に向けた資源投入
による成長・拡大を含んでおります。当該事業計画には、売上収益に係る計画販売数量に関して、経営者による主要な仮定を
含んでおります。
当社グループの事業内容は広範多岐に渡っており、ウクライナ危機の長期化や欧米における金利上昇等による世界的な景気
動iれの影響を含む不確実な経済条件の変動の影響を受ける可能性があり、計画販売数量の変動により将来の課税所得が当初の

見積りと異なる結果となった場合に、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性
があります。
なお、当社グループの繰延税4資産の主要な残高は当社を通算親法人とした通算グループに係るものであり、その多くが当
社において計上したものであります。

・確定給付制度債務の再測定

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

確定給付制度債務   158,319百万円
(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

確定給付制度債務及び勤務費用は、割引率や死亡率等の数理計算上の仮定に基づき算定しており、これらの仮定を設定する

ためには見積 り及び判断が求められます。害Ⅲ引率については優lt社債の利回りに基づいており、死亡率については厚生労働省

告示の最新の死亡率を採用しております。

数理計算上の仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によ
って影響を受ける可能性があり、見直しが必要となつた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重

要な影響を与える可能性があります。
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(連絡財政状態計算書に関する注記)

1.担保に提供している資産及び担保に関する債務
担保に供している資産の金額 有形固定資産

その他の非流動資産

担保に係る債務の金額    社債及び借入金 (流動負債)
その他の金融負債 (非流動負債)

2.資産から直接控除した貸倒引当金
営業債権
その他の金融資産 (非流動資産)

3.有形固定資産の減価償却累計額

980百万円

98百万円

298百万円

27百万円

1,189百万円

20,244百 万円

1,374,675百 万円

4.偶発負債
保証債務                           27,667百 万円※

※うち3,950百 万円については、当社グループの保証に対し他社から再保証を受けております。
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(連結持分変動計算書に関する注記)

1.発行済株式の総数に関する事項
普通株式   200,764千 株

2 剰余金の配当に関する事項
(1)配当金支払額等
① 2022年 6月 24日 開催の第25期定時株主総会決議による配当に関する事項

12,560百万円・配当金の総額
6500円。1株当たり配当額
2022年 3月 31日・基準日

2022年 6月 27日・効力発生日

② 2022年 11月 8目 開催の取締役会決議による配当に関する事項
Ⅱ,601百万円・配当金の総額
60.00円。1株当たり固己当額
2022年 9月 30日,基準日
2022年 12月 2日・効力発生日

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2023年 6月 27日 開催の第26翔定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額      11,404百万円
。1株当たり配当額    60.00円
・基準日         2023年 3月 31目
・効力発生日       2023年 6月 28日
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(金融商品に関する注記)

1.金融商品の状況に関する事項
当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク (信用ジスク、流動性リスク、市場リスク)に

l西 されており、これらのリスクを原1避又は低減するために、一定の方針に基づき,ス ク管理を行つております。
また、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。当社の

デリバティブ取引については、担当役員の承認を得て行つており、取引の実行・管理は財務部門で行つております。取引の結
果は、財務部 P電が半年毎に経営会議に報告しております。連結子会社についても、各社のデリバティブ取引の管理基準等に其
づき、取引の実行及び管理を行つております。

(1)信用リスク

営業債権である受取手形及び売掛金、営業債権以外の債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業
を行うにあたり生じる外貨建ての営業償権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範
囲内にあるものを除いた額の一部について先物為替予約等を利用してヘッジしております。
当社は与信管理規則に従い、営業債権について、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高
管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸冬の早期把握や軽減を図つております。連結子会社についても、当社
の与信管理規則に準じて、同様の管理を行っております。
デリバティブ取引については、当社及び連結子会社は信用度の高い金融機関と取引しているため、取引先の不履行から生
じる信用リスクはほとんどないと判断しております。

(2)流動性リスク

流動性ジスクは、当社グループが期限の劃来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行で

きなくなるリスクであります。当社は、資金の流動性については、資産効率を考慮しながら、各部署の入出令予定に基づき
財務部「日が適時に資金繰計画を作成 。更新すると共に、コミットメント・ライン、当座貸越枠等の代誉調達手段を備えるこ

とで流動性リスクを管理しております。

(3)市場リスク

① 為替リスク
当社グループのグローバルな事業展開から生じる外資建ての債権債務は、為替の変動リスクにЛ西されております。当社
グループは、外貨建ての営業債権債務及び借入金について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対して、その一部に
ついては先物為替予約及び通貨スワンプ取引を利用してヘッジしております。
② 金利ジスク

当社グループの借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的とした )ヽのであり、このうち一部は、変動金利であるた
め金利の変動リスクに晒されております。当社グループは、倍入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利
スフップ取引を利用してヘッジしております。

③ 市場価格の変動リスク
当社グループの保有する有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに口西されております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に公正価値や発行体 (取引先企業)の財務状
況を把握し、また満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保布状況を継続的に

見直しております。連結子会社についても、当社と同様の管理を行っております。
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2.金融商品の公正価値等に関する事項
当連結会計年度末における連結財政状態計算害計上額及び公正価値については、次のとおりであります。なお、連結財政状

態計算書において公正価値で測定する金融商品及び償却原価で測定する金融商品のうち公正価値と帳簿価額が合理的に近似し

ている金融商品は、次の表に含めておりません。

(単位 :百万円)

運 締 財 政 状 態 計 算 書 計 上 額 公 正 五 1直

金融資産 :

その他の金融資産

公社債等 (*1) 11,531 11,531

合計 11,531 11,531

金融負l責 :

社債及び借入金

社債(*2)
長期借入金(*3)

130,296

283,833

126,216

281,293

合計 414,129 407,509

(注)公正価値の算定に用いたインプットの説明
金融商品の公正価値ヒエラルキーを、公正価値測定に用いたインプット情報における外部からの観察可能性に応じて、以下の3

つのレベルに分類しております。
レベル 1:同一の資産又は負債の活ノぇな市場における無調整の公表価格により測定された公正価値
レベル 2:レベル 1以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値
レベル3:重要な観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値
(*1)市場価格のない公社債等の公正価値は、金融機関等から提示された価格を参照し算定しており、レベル 3の公正価値に分類
しております。

(*2)市場価格のある社債の公正価値は市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信
用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル 2の公正価値に分類しております。

(*3)市場価格のない長期借入金の公正価値は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しており、レベル 2の公Hi価値に分類しております。
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(投資不動産に関する注記)

当社グループでは、愛知、大阪及びその他の地域において賃貸用の土地などを有しております。これらの投資不動産は重要

性が乏しいため時価の記載を省略しています。

(1株当たり情報に関する注記)

1.1株当たり親会社所有者帰属持分             4,139,76円

2 基本的 1株当たり碧期利益                  43117円

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(企業結合に関する注記)

(ポ リウレタン原料事業の合弁解消に伴う子会社及び共同支配企業株式の取得)

前連結会計年度に行われたポリウレタン原料事業の合弁解消に伴う子会社及び共同支酉こ企業株式の取得について、当連結会

計年度において有償減資による出資持分の払い戻しが行われたことにより、暫定的な会計処理が確定しました。なお、取得対

価の金額に変動はありません。

(三井化学アグロによるMciji Seikaフ ァルマ農薬事業の子会社株式取得)

前連結会計年度に行われた三井化学アグロによるΥciji Seikaフ ァルマ農薬事業の子会社株式の取得について、当連結会計年

度において取得対価に関する価格調整が完了し、暫定的な会計処理が確定しました。なお、取得対価の金額に変動はありませ

拓ノ。
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株主資本等変動計算書 自 2022年 4月 1日 至 2023年 3月 31日

(注)そ の他利益剰余金の内訳

(単位 :百万円)

(単位 :百万円)

株 主 資 本

資本企

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資

本剰余金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他

不可イに来」余
金 (注)

利益剰余
金合計

当 期 首 残 高 125 414 54 143 35,458 89,601 12.506 1941405 206,911 △34,932 386,994

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 158 158 158 316

剰 余 金 の 配 当 △24,161 △24,161 △24,161

当 期 純 利 益 48,693 48,693 48,693

自 己 株 式 の 取 得 △ 10,023 △ 10,023

自 己 株 式 の 処 分 △ 0 △ 0 5 5

自 己 株 式 の 消 却 △ 12,246 △ 12,246 12,246

株主資本以外の項目の

当期 変動額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 158 158 △ 12,246 △12,088 24,532 24,532 2.228 14,830

当 期 末 残 高 125,572 541301 231212 77 513 12,506 218,937 231,443 △32,704 401,824

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額企 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 757 757 387.751

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 316

剰 余 金 の 配 当 △ 24,161

当 翔 純 利 益 48,693

自 己 株 式 の 取 得 △ 10,023

自 己 株 式 の 処 分 5

自 己 株 式 の 消 却

株主資本以外の項目の

当期変動額 (純 額 )
1,841 1,841 1,841

当 期 変 動 額 合 計 1,841 11841 16,671

当 競 末 残 高 2 598 2,598 404,422

配当引当積立金 別途積立金
特定株式 Hヽと得積立

金
繰越利益剰余金 合  計

当 期 首 残 高 10,000 28,070 195 156,140 194,405

当 期 変 動 額

床l余 金 の 配 当 △ 24,161 △ 24,161

当 期 純 利 益 48,693 48,693

特定株式取得積立

金  の 積  立 49 △49

当期 変 動 額 合 計 49 24,483 24.532

当 期 末 残 高 10.000 28,070 244 180,623 218 937
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1 重要な資産の評価ナ_k準及び評価方法
(1)有価証券

満期保有目的の債券

子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等

(2)デ リバティブ

(3)4月号卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料

貯蔵品

市場開発品及び包共材料

補修用に使用される貯蔵,名

その他貯蔵品

2.重要な固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)
(2)賞(形固定資産 (リ ース資産を除く)

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・ リース

取引に係るジース資産

3 重要な引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

(2)役員賞与引当金

(3)避職給付引当金

(4)修繕引当令

(5)環境対策引当金

(6)債務保証等損失号1当金

(7)本社移転損失引当金

償却原価法 (定額法)

移動平均法による原価法

期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

移動平均法による原価法

時価法

評価基準は原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)

総平均法

総平均法

移動平均法

最終取得原価法

定額法

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 (5

年)に基づく定額法を採用しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

当期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、 ‐般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については佃別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

役員の賞与の支出に備えるため、当期末における文給見込額を命r上 しております。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

過去勤務費用は、一括で費用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数 (13年 )による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することと
しております。

製造設備等の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額のうち、当期末に負

担すべき費用を計上しております。

環境対策を目的とした支出に備えるため、当期末における文出見込額を計上しておりま

,｀。

債務保証等に係る損失に備えるため、当期末における損失見込み額を計 Lしておりま

す。

本社移転に係る損失に備えるため、当期末における損失見込み額を計上しております。

4 重要な収益及び費用の計上基準
当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移 llムした時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識しております。

当社は、ライフ&ヘルスケア・ソリューション、モビジティソリューション、ICTノ ジューション及びベーシック&グ リ
ーン・マ冴リアルズの製品の製造販売を主な事業内容としており、これらの製品の販売については、顧客が当該製品に対す

る支配を獲得し、履行義務が充足される時期に応じて、製品の引波時点、船積時点で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及びツベー ト等を控除した金額で算定しておりま

す。変動対価を含む売上収益の金額については、変動対価の変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識し

た収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取引価格に含めております。

なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね 1年以内に回収しており、重要
な金融要素は含んでおりません。

5 その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)繰延資産の処}lキl方法      株式交付費及び社債発行費は、支払時に全額費用として処理しております。
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(2)ヘ ッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、振当処理の要件を満たす為替予約について

は振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スフップ等については特例処理を採用してお

ります。

(「 LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」を適用しているヘッジ関係)
「とIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱いJ(実務対応報告第40号  2022年
3月 17日 )の適用範囲に含まれるヘッジ関係のすべてに、当該実務対応報告に定められる
特例的な取扱いを適用しております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理
の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。個別貸特

対照表上は、退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した

額から、年金資産の額を控除した額を退職給付引当金に計上しています。

(3)退職給付に係る会計処理

(会計方針の変更に関する注記)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針どの適用に伴う変更
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指

'「

第31号 2021年 6月 17日 。以下「時価算定会計基準適用指

針」という。)を 当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項 に定める経過的な取り扱
いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。この変更が当事

業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。
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(会計上の見積りに関する注記)

当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす rf能性がある会
計 にの見積りは以下のとおりであります。

なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期の見通しは依然不透明ではあるものの、当れにの業績に′チえる影響は軽微であると判
lホ)しております。会計上の見積りを行う上でも、重要な影ン亀IIを及ばさないと仮定しております。

・棚卸資産の評価

(1)当事業年度の計算書類に計 Lした企額

商|イf及び製品            H7,282百 万円

商品及び製品評価損引当        6,477百 万円
仕掛品                3,064百 万円

原材料及び貯蔵品           64,506百 万円
原材料及び貯蔵占ギュ評価損引拳      4,7861「 万円
(2)当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

商品及び製品、仕掛品はIt文得原価又は王味売却価額のいずれか低い金額で認識しております。王瞬人売却価額は、通常の事

業の過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除して算定しております。原材料及び貯

蔵品は取得価額又は再調達価額のいずれか低い金額で認識しております。
また、従来よリー定別関を超えて在庫として滞留する棚卸資産についても締価を切り下げており、在庫実態に変化が/1じ

た場合には、同様に棚卸資産の無価を切り下げております。

・錮定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計 にした金額

有形固定資産            320,268百 万円
無形同定資産             9,803百 万円

減損損失               2,292百 万円

(2)当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は期末 Hご とに固定資産の減損の兆侯の有無を検討しております。資産又は資産グループの営業活動から4iずる損益
又はキャッシュ・フローが継続してマイナスである場合等には減損の兆候があるとして、減損損失の認識の判定を行つてお

ります。

減損損失の認識の判定は、減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られるTIビ

引由t将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識しております。

減損損失の測定は減損の兆候があるイ,谷産又は資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。国

収可能価額は、下瞬火売却lば亀額と使用価値のうちいずれか高い方の金額としております。

使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前害1引率を用
いて丑夕_在価値に割り引いて算定しております。個々の資たについて回収可能価額を見積ることができない場合には、その資
産の属する資金生成単位ごとに回収可能価額を見積っております。

回収可能価額の算定においては、将来キャッシュ・フロー・割引率等について、一定の仮定を設定しております。

・市場/111格 のない投資有価証券

(1)当事業年度の計算書類に計上した令額

市場価格のない投資有価証券     21,7781f万 円
上記に対応する貸倒引当金      H,531百 万円
投資有価証券評価損          1,174百 万円
(2)当事業年度の計算書類に手十上した金額の算出方法

市場価格のない株式・出資金については、移動平均法による原価法にて貸借射照表に表示されております。

当社は有価証券の減損に関する会計方針を定めており、市場価格のない株式・出資金について、当 lマ/ス株式・出資金の発行

会社の,財政状態の悪化により、資産等の時/止評価に基づく評価差額等を加味して算定した 1株当たりの純査産額にlブ手有株数
を来じた金額が、取得原価に比べて50%以上低 ドした場合には、相当の減額を行い、評価差額は当期の損失として処理して
おります。

また、市場価格がなく、かつ、時価を介理的に算定できない依券については、償去‖原イ面法にて貨借対照表に表示されてお

ります。当 lノメ士債券の評価について、債券の回収が、発行者からの償還Xは第二者への売却により行われ、債権と同様に、信
用ジスクの増大に伴って損失の認識が必要となることから、債推の貸倒見積高の算定方法に昨じて偏用ジスクに応じた償逃

不能見積高の算定を佃別の債券ごとに行っております。

・関係会社株式

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

市場価格のない関係会社株式     245,780百 万円
市場価格のない関係会社出資金     52,036百 万円
上記に対応する関係会社株式評価損     121「万,4
上記に対応する関係会社出資金評櫂損   390百万『写
(2)当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

子会社および関連会社に関する投資は関係会社株式・出査金として移要力平均法による原4断法にて貸借対照表に表示されて

おります。
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当社は市場価格のない関係会社株式・出資金について、市場価格のない株式・出資金に準じた会計処理を行っておりま

す。

ただし、実行可能で合理的な事業計画等があり、回復 :]「能性が十分な証拠によって裏付けられる場合には、相当の減額を

行わない方針としております。

,退職給付債務の測定

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

退職給付債務            131,124百 万円
(2)当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

退職給付債務及び勤務費用は、割引率や死亡率等の数理計算上の仮定に基づき算定しております。割引率については国債
の利回りに基づいており、死亡率については厚生労働省告示の最新の死亡率を採用しております。

・繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産             25,468百 万円
繰延税金負債             24,445百 万円
(2)当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は繰延税金γ資産の認識において、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金が将来の一時差異等加減算前課税所得の

見積額及び将来加算一時差異の解消見込額と相殺され、税金負担額を軽減することができると認められる範囲で計上してお

り、その範囲を超える額については控除しております。

繰延税金資産の回収可能性は、当社を通算親法人とした通算グループにおける収益力に基づく一時差異等加減算前課税所

得、タックス・プランニングに基づく一時差果等加減算前課税所得、将来加算一時差異に基づいて判断しております。収益

力に二tづ く一時差異等加減算前課税所得の見積 りは、翌事業年度の事業計画を基礎としておりますが、その中にはグルー

プ・グローバル経営の基盤強化に向けた資源投入による成長・拡大を含んでおります。当該事業計画には、売上収益に係る

計画販売数量に関して、経営者による主要な仮定を含んでおります。

当社の事業内容は広範多岐に渡っており、ウクライナ危機の長期化や欧米における金利上昇等による世界的な景気動向の

影響を含む不確実な経済条件の変動の影響を受ける可能性があり、計画身文売数量の変動により将来の課税所得が当初の見積
りと異なる結果となった場合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

(貸借対照表に関する注記)

1 有形固定資産の減価償却累計額 745,095百 万円

2.保証債務等            保証債務      32,790百 万円 ※
※うち3,950百万円については、当社の保証に対し他社から再保証を受けております。

3 関係会社に対する金銭債権債務   短期金銭債権    129,409百 万円
長期4銭債権    57,950百 万円
短期金銭債務    73,276百 万円
長期金銭債務      66百 万円

(損益計算書に関する注記)

1.関係会社との取引高
営業取引高

営業取引以外の取引高

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当期末における自己株式の数

売上高

仕人高

受取利息

受取配当金

支払利息

賃貸料収入

資産譲渡高

342,358百 万円

120,817百 万円

299百万円

48,959百 万円

35百万円

902百 万円

108百万円

10,697,7294末
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債のジアと生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券評価損等

退職給付引当金

貸倒引当金

修繕引当金

減価償却費超過額

減損損失等

退職給付信託運用損益

未払賞与

棚卸資産評価損

受益者等課税信託に係る損益

債務保証等損失引当金

繰越欠損金

撤去未払金

資産調整勘定

その他

繰延税金資産小計

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額

評価性引当額小計

繰延税金資産合計

繰延税金負債

前キム年金費用

退職給付信託設定益

その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

(単位 :百万円)

34,818

15,468

7,440

5,539

4,809

4,716

3,324

2,897

2,571

1,5H
l,350

642

626

545

3,636

89,887

△98

△64,321

△64,419

25,468

△ 15,091

△7,317

△2,037

△24,445

1,023

前事業年度において「繰延税金資産」の「その他どに含めて表示しておりました「受益者等課税信託に係る損益」及び「債務保

証等損失引当金Jは金額的重要性が増したため、当事業年度より独立揚記しております。

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに

税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応

報告第42号 2021年 8月 12H。 以下「実務対応報告第42号」という。)に従っております。
また、実務対応報告第42号第32項 (1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみな
しております。

(リ ースにより使用する固定資産に関する注記)

貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具、器具及び備品については研究開発用設備、電子計算機及びその周辺機器並びにそ
の他の事務用機器の一部を所有権移転外ファイナンス・ リース契約により使用しています。
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

(注 1)製品等の販売については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
(注 2)資金の貸付については、市場金不噂等を勘案して決定しております。
(注 3)原料等の有償支給及び加工製品の購入については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
(注 4)2022年7月 14日 において、Mitsui Chonicals&SKC Polyurethanos lncか ら当社に対する有償減資による出資持分の払い
戻しが行われており、関連会社ではなくなっております。このため、議決権等の所有割合については、有償減資時点のも
のを記載しております。

(注 5)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(1株当たり情報に関する注記)

1_1株 当たり純資産額

2.1株当たり当期純利益

2,12780円

25315円

(収益認識に関すると記)

収益を理解するための基礎となる情報
「4 重要な収益及び費用の計 L基準どに同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

属   性 会 社 等 の名 称 議決権等
の

所 有 割 合
関連当事者との

関     係 取 引 の 内 容
取 引 金 額
(百 万 円 )

勘 定 科 H
期 末 残 高
(百 万 円 )

子 会 社

仰プライムポ リマ 直接
650% 製 品 等 の 販 売

製 肝二等 の 販 売
(注 1)

131,424 売 掛 金 29,409

三井化学クロンプ&
ライフノリューシ
ョン仰

直接
1000% 資 金 の 貸 付 資金の貸付 (注 2) 長期貸付金 39,379

関連会社

千葉ケミカル製造
有限責任事業組合

直接
500%

原料等の有償支給
及び加工製品の購
入

原料等の右償支給
及び)り田正製品の購
入 (注 3)

1,344

未 収 入 金 16,219

買 掛 令 16,158

Mitsui Chemicals &

SKC  Polyurethancs

lnc

直接
500%
(注 4)

出  資  先 有 償 減 資 43,145
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年 5月 17日
社会

長

式

社

株

役

学

締

化

取

井

表

一二
代 橋 本  修 殿

EY新日本有限責任監査法人
東  京  事  務  所
指定有眼責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士

公認会計士

公認会計士

由 良

中野

金 澤

知 久

強

聡

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、三井化学株式会社の2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第 120条第 1項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求めら
れる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、三井化学株式会社及び連結子会社からなる企業集国の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根盤
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な4目違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第 120条第 1項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められる開示
項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連
結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、会社計算規則第 120条第 1項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省熔した会計の基
準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立実するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注n己
事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑議を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・ 連絡計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第 120条第 1項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連絡計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を通正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識男りした内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

三井化学株式会社

代表取締役社長 橋 本  修 殿

EY新日本有限責任監査法人
東  京  事  務  所

羹民品器民名ご畳 公認会計士

墾民晶断弓再」畳舛忍会誰

墾最品齢罵名き畳 公認会計士

2023年 5月 17日

由 良 知 久

中野  強

金 澤  聡

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第 2項第 1号の規定に基づき、三井化学株式会社の2022年 4月 1日 から202
3年 3月 31日 までの第26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書 (以下「計算書類等」という。)について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、金での重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価 し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告ブロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専F弓家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注自己事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
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監査役会の監査報告

監査報告書

当監査役会は、2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 までの第26期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査草R告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

刊.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監
査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で

監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閥覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、子会社については、子会社の所管部F民から管理状況の報告を受ける他、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求めるとともに、一

部子会社を調査いたしました。

②事業報告に記載されている内部統制システム (取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制そのイ也株式会社及びその子会社から成る企業集回の業務の適正を確保するための体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制)について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、監視及び検証いたしました。また、子会社
の取締役及び使用人等からも必要に応じてその構築及び運用の状況について報告を受け、説明を求めました。
なる、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人から当該内部統制の評価及び監査の状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針及び取組みについては、取締役会等における審議
の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

①会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検口Iするとともに、会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制を準拠すべき基準等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る、事業報告及びその附属明細書、連結計算書類 (連結財政状態計算書、連

結損益計算書、連結持分変動計算書及び連絡注記表)並びに計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。
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2.監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す
る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項
は認められません。

①事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針及び取組みについては、指摘すべき事項は認めら
れません。

(2)連結計算書類の監査結果

会計監査人 EY新 日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3)計算書類及びその附属明組書の監査結果

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2023年 5月 22日

三井化学株式会社 監査役会
常勤監査役 久保雅晴③
常勤監査役  西尾  寛③
社外監査役 新保克芳③
社外監査役  徳 田 省 三 ③
社外監査役 藤塚主夫◎

以  上

M飛霊にh全鵜こ』i

監
査
報
告
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